
１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

800 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。
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 編集後記

　東京の杉並区等で、認可保育所に入れない「待機児童」の親たちが区に異議申し立てを行ったこ

とに対し、否定的な発言を掲載した杉並区議のブログが炎上する騒動が起こり、女性誌等でもこの

問題をめぐる論争が起こっている。彼の発言は、乳幼児の子育ては母親が行うべきであって、社会

的なサービスとして保育所整備を求める場合はもっと謙虚な姿勢で行うべき、というような趣旨で

あった。

　こうした育児・家族観は、各々が育った環境の中で醸成される側面が強いだけに、固定観念化し

てしまった人々には、他者の異質な価値観を受容するのが極めて難しい。しかし価値観への執着を

問わず、保育や介護のような社会サービスを必要とする人々が多数発生しているのが現代社会の実

態である。サービスの充実には、価値観の相違を超えて現実に対峙し問題認識を共有することが不

可欠となる。「共生」や「社会的包摂」のようなキーワードを使い続け、異質な価値観を受容でき

る存在を一人でも増やしていくことは、その第一歩なのかもしれない。　　　　　    （谷本有美子）

巻頭言

　日本では水に関する日として、「水道週間（6月1日～7日）」「水の日（8月1日）」

が設定されています。「水道週間」は、水道についての理解と関心、公衆衛生の向上

と生活環境の改善、飲料水・家庭用水に対する意識を高めることを目的としています。

「水の日」は、水資源の有限性、水の貴重さと水資源開発の重要性についての関心・

理解を高めるために、水について関心が高まる8月に設定され、啓発活動が行われて

います。

　水は私たちの生活に不可欠なものであるだけでなく、食糧生産、工業生産、水力発

電などの経済活動、さらには自然環境の保全などにも欠かすことができないものです。

　日本では当たり前のように清潔な水を何時でも自由に手に入れることができます。

しかし、世界では水不足や水質汚染が深刻化しており、2010年時点で7.8億人の人々が

安全な水を得ることができない状況となっています。さらには、衛生的なトイレなど

を利用できない人たちが26億人いると言われています。また、飲み水の汚染により感

染症に罹り体力のない子供や老人が尊い命を落としています。

　世界の水を取り巻く状況が深刻さを増す中で、水資源の貴重さ、重要性について世

界の人々と一緒に考えようということで、1992年6月にリオデジャネイロで開催され

た地球サミット（環境と開発に関する国連会議）で、世界水の日を制定するように勧

告されました。そして、1992年12月の国連総会本会議において、1993年から毎年3月22

日を「世界水の日」とすることが決議されたのです。世界各国で国際的な課題につい

て普及啓発するための取り組みが行われています。さらに、2000年のミレニアムサミ

ットでは、「2015年までに安全な水にアクセスできない人口を半減させる」という世

界共通の目標が設定されていますが、厳しい状況であるといわざるを得ません。

　地球上には豊富に水があるように思えますが、地球の表面は70％が海に覆われてお

り、人間の利用可能な水は0.001億ｋ㎥（0.01％）に過ぎません。

　そのような中、希少な水を商品化し、利潤を得るための水ビジネスが展開されてい

ます。世界の水関連ビジネスは、2025年には87兆円程度に膨らむと見込まれています。

水の市場化・商品化により、貧しい人たちにとっては水が高価な物となり、不衛生な

水でも使わざるを得ないのです。また、水を得るための労力も大変なものとなってい

ます。

　生命に必要な水はすべての人が平等に使えなければなりません。私たち水に携わる

労働組合は、「水は人権」「水は公共財」という理念に基づき、水を儲けの道具とす

ることを許さず、水環境を守り、世界に誇れる水道技術の維持・確保と安心・安全・

安定した水の供給と再生に向けて引き続き日夜奮闘してまいります。
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１．政権再交代後の経済財政政策 

 
（１）アベノミクス 

2012 年 12 月の総選挙で民主党が大敗し、

再び自民・公明の連立政権へ移行し、第二次

安倍内閣が発足したのは 12 月 26 日であっ

た。例年であれば新年度の予算編成が終わる

時期に新内閣が発足したことにより、予算編

成は大幅に遅れることとなった。 
安倍内閣は、発足にあたって最優先課題と

して「雇用・経済政策」を掲げることとし、

「大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間

投資を喚起する成長戦略」の「３本の矢」で

経済成長を目指すことを明言した。いわゆる

「アベノミクス」である。その第１弾として

１月 11 日には「日本経済再生に向けた緊急

経済対策」をまとめ閣議決定した。 
財政出動としては、国は 2012 年度補正予

算案を総額 13.1 兆円の規模とし、2013 年度

予算と合わせて 15 ヶ月予算とする方針であ

る。経済対策としては、できるだけ早くお金

を使い、景気をすぐに良くしたいというねら

いがあり、その柱が「国土強靱化」を旗印に

進める公共事業である。この補正予算案の規

模はリーマン・ショック後の 2009 年に麻生

内閣が組んだ 14.7 兆円に迫り、大型の景気

対策になった。  
大胆な金融政策としては、国内総生産（Ｇ

ＤＰ）を２％ほど押し上げることを目指すこ

とを目標に掲げている。消費者物価指数が前

年より２％上がるまで金融緩和でお金を流し

込み続ける「物価目標」を設定し、「明確な

物価目標のもとで、日本銀行が積極的な金融

緩和を行うことを強く期待する」として、日

銀に対し異例の追加金融緩和を求めたのであ

る。金融緩和に消極姿勢を示した白川日銀総

裁を牽制し、３月で任期が切れる新総裁に期

待を込めた動きを見せていた。  
そのうえで「経済成長戦略」を政府が作る

ことである。成長戦略を決めるのは、政府の

日本経済再生本部のもとに産業競争力会議を

置き、そこでの議論を経て６月までに策定す

るとされている。産業競争力会議は、甘利明

経済再生相が担当をつとめ、経済産業省（茂

木敏充経産相）が補佐をする。また、９人の

民間議員のうち、７人は企業経営者、２人は

竹中平蔵・慶応大教授など学識者で、分野を

絞ってどこにお金をかけ、規制を緩めるかを

決める。 
 

（２）2012 年度政府補正予算の概要 

2012 年度補正予算案は、「日本再生に向

けた緊急経済対策」の 10.3 兆円に加え、基

礎年金の国庫負担分などの 2.8 兆円を盛り込

み、総額は 13.1 兆円になった。これで 2012
年度一般会計予算の歳出総額は 100.5 兆円に
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くらみ、予算ベースではࡩ 11 年度の 107.5
兆円（᚟⯆予算⣙ 14 兆円をྵࡴ）に次ぐ規

模になった。  
補正予算の財※としては、公共事業だけ使

える「ᘓ設国മ」を⣙㸳兆円、年金負担分の

ために「（消費ቑ⛯で㏉すまでの）つなࡂ国

മ」を 2.6 兆円発行し、国മが⣙㸶兆円ቑえ

国മ発行総額は 52 兆円となる。  
緊急経済対策では、補正予算案 10.3 兆円

の⣙༙分を公共事業にあてている。資ᩱ２の

ように「᚟⯆・㜵⅏対策」「成長によるᐩの

๰出」「ᬽらしの安ᚰ・ᆅᇦのάᛶ化」の３

分野に㔜Ⅼ的にᨭ出していく、としている。  
ලయ的に「᚟⯆・㜵⅏」は 3.8 兆円であり、

1.6 兆円をᮾ日本大㟈⅏からの᚟⯆にあてる

ほか、中ኸ自動㌴㐨➲Ꮚࢺンࣝࢿのኳ஭ᔂⴠ

事ᨾをཷけ、ࢺンࡸࣝࢿᶫの補ಟなどに 2.2
兆円を使うこととされている。  
企業の競争力を㧗める「ᐩの๰出」には

3.1 兆円が計上され、再生ྍ⬟ࢠࣝࢿ࢚ーな

ど成長分野への投資を࿧び起こす事業に 1.8
兆円、「もの࡙くり補ຓ金」の᚟άなど中ᑠ

企業と㎰ᯘỈ産業対策に 0.9 兆円を使うこと

となっている。  
「ᬽらしの安ᚰ・ᆅᇦάᛶ化」には 3.1 兆

円が計上され、Ꮚ⫱てᨭ᥼ࡸ㤳相が力をධれ

る㐨ᚨ教⫱の充ᐇに 0.8 兆円、ᆅᇦ経済のά

ᛶ化に 0.9 兆円、公共事業などのᆅ方負担を

⫪௦わりする「ᆅᇦのඖ気⮫時஺௜金」に

1.4 兆円を自἞యに㓄௜することにしている。 
 
（㸱）政府補正予算の自治య࡬のᙳ㡪 

国が補正予算で公共事業をᣑ大する時は、

そのከくの事業はᆅ方自἞యが担う。この補

正予算の公共事業費は 5.3 兆円であり、国㐨

それにᯫかるᶫなどで国┤㎄事業はあるもࡸ

のの、自἞యが発ὀする事業の方が大きい。

「公共事業」と国が言うሙ合には、国庫補ຓ

事業をさすが、国の補ຓ金はཎ๎ 50％であ

り、ṧりは自἞యの負担となる。これが「࢘

ࣛ負担」とか「補ຓࣛ࢘」と言われるもので

ある。 
2003 年１月 15 日に出された総ົ省自἞

財政ᒁ財政課からの事ົ連⤡「平成 24 年度

補正予算（第１ྕ）にకう対応について」に

は次のような対応策が示されていた。 
「௒ᅇの補正予算により平成 24 年度に追

加される投資的経費にಀるᆅ方負担額につい

ては、ཎ๎として、ᆅ方負担の 100％までᆅ

方മを充当できることとし、後年度における

ඖ利ൾ㑏金の 50％（中略）を公മ費方ᘧに

より基‽財政㟂せ額に算ධし、ṧవについて

は༢఩費用によりᥐ置することとしている」 
つまり、この補正予算でᆅ方自἞యが発ὀ

する公共事業については、国庫補ຓ金が༙額

出されるが、ṧりについては඲額を自἞యが

೉金でまかなってよい。これにより発行され

るᆅ方മを「補正予算മ」と࿧んでいる。こ

の補正予算മを㏉済するにあたっては、༙分

はᆅ方஺௜⛯の算定において基‽財政㟂せ額

に算ධしてᆅ方஺௜⛯をቑࡸすᥐ置をする。

ṧりの༙分は、ᆅ方஺௜⛯の算定の基礎とな

る公മ費の༢఩費用を上஌せすることにより

ᆅ方஺௜⛯をᘬき上げるᥐ置をする、という

ことになる。 
いわば後でᆅ方஺௜⛯に上஌せして㏉すの

で、追加の公共事業をࡸってほしいというこ

とである。この方ᘧは、1999 年度ᮎに景気

ᅇ᚟のために補正予算を組み公共事業をᣑ大

した時にもྲྀりධれられたᡭἲであり、⮫時

財政対策മとྠᵝにඖ利ൾ㑏金は඲額を஺௜

⛯でᥐ置するということである。 
また、௒ᅇはこの௚に、≉ูᥐ置としてᆅ

方༢⊂事業と公共事業のᆅ方負担とについて

も≉ู஺௜金が஺௜されることになった。前

グの事ົ連⤡には「ᆅ方の資金ㄪ㐩に㓄៖し

緊急経済対策の㎿㏿かつ円⁥なᐇ᪋ができる

よう、௒ᅇ㝈りの≉ูのᥐ置として、補正予
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算മによる対応に加え、ྛᆅ方公共ᅋయの追

加公共投資の負担額➼に応ࡌて㓄分」する

「ࠗᆅᇦのඖ気⮫時஺௜金（ᆅᇦ経済άᛶ

化・雇用๰出⮫時஺௜金）࠘を஺௜するこ

と」となっていた。 
この「ᆅᇦのඖ気⮫時஺௜金」は、௒ᅇの

補正予算に計上された公共事業費と᪋設費の

ᆅ方負担総額の㸶๭に相当する額が஺௜され

ることとなり、総額が⣙ 1.4 兆円となってい

る。஺௜⏦ㄳは、ᆅᇦのඖ気⮫時஺௜金にಀ

るᐇ᪋計⏬をᥦ出して஺௜⏦ㄳを行い、ᆅ方

負担分の㸶๭（財政力の最もᙅいᅋయには９

๭）まで஺௜される。 
 
（㸲）201� 年度政府予算の≉ᚩ 

2013 年度政府予算は、ྛ省ᗇから前政権

に出していたᴫ算せ求を１月 16 日までに組

み᭰えせ求を行い、ᨵめて予算編成をし┤し

た上で 1 月 29 日に閣議決定した。その上で、

補正予算が成立したあと２月 28 日の国会に

ᥦ出され、ᮍだᑂ議中である。年度内に予算

の成立が見込めないことから、３月 27 日に

ᬻ定予算をᥦ出し 29 日に成立している。 
政府予算の一般会計規模では、総額 92 兆

6�115 ൨円で、前年当ึ予算より 2.2 兆円

�2.5％�ቑ加するという大型予算である。財

※となる国⛯཰ධは、43.1 兆円で前年より

1.9％のఙびであるが、国മ発行は 42.8 兆円

と⛯཰をୗᅇっている。しかし、補正予算で

見たように、基礎年金の財※に充てる「年金

≉例公മ」2.6 兆円を加えると 45.4 兆円と

なり、⛯཰を上ᅇり、民主党政権時௦の 44
兆円ྎのᯟを㉸えることになる。 
௒年度の政府予算の≉ᚩは、すでに㏙࡭た

ように補正予算と一యとなった「15 ヶ月予

算」としたことである。その上で「財政೺඲

化目標を見ᤣえ、前年度よりࡦきしまった中

㌟とする中で、補正予算ྠᵝに「᚟⯆・㜵⅏

対策」「成長によるᐩの๰出」「ᬽらしの安

ᚰ・ᆅᇦάᛶ化」に㔜Ⅼ化」した、としてい

る。 
㔜Ⅼ化したことの例示としては、「ձ ࢖

ンࣛࣇ⪁ᮙ化対策ࡸ事前㜵⅏対策➼の緊急課

題に対応するため、国民の࿨とᬽらしをᏲる

公共事業予算を充ᐇ。安඲ಖ㞀⎔ቃのኚ化に

対応してᐇຠ的・ຠ⋡的な㜵⾨力ᩚഛを行う

ため、国民の安ᚰのための㜵⾨予算を充ᐇ。

ղ 生άಖㆤ、ᆅ方公ົ員人௳費などについ

て㐺正化・見┤し。ճ 「15 ヶ月予算」によ

り経済の押し上げに向けて୓඲のᵓえとして

いることを㋃まえ、経済༴機対応のための予

ഛ費（「経済༴機対応・ᆅᇦάᛶ化予ഛ

費」）9�100 ൨円は計上を見㏦り。」をあげ

ている。�௨上、財ົ省「平成 25 年度予算の

  �より「ࢺン࢖࣏
 公共事業のᣑ大では、前年度から 7�119

൨円（15.6％）ቑ額し、5 兆 2�853 ൨円を確

ಖして、「15 か月予算」では 7 兆 7�279 ൨

円という大型な公共事業予算となった。その

うえで民主党政権のᆅᇦ主権ᨵ㠉の柱であっ

た補ຓ金ᗫṆを目指して๰設した「ᆅᇦ自主

戦略஺௜金」をᗫṆ（6�400 ൨円⛬度）し、

ᚑ前からのྛ省ᗇのࡦも௜き補ຓ金が᚟άす

ることになる。 
㜵⾨㛵ಀ費は 4 兆 7�538 ൨円 （対前年

400 ൨円、0.8％ቑ）で、「15 ヶ月予算」で

は 4 兆 9�600 ൨円㉸となる。ᑤ閣ิᓥၥ題

など༡す方㠃の㆙ᡄ┘どと安඲確ಖをするた

めᓥᕋ㜵⾨య制を強化する、としている。 
ᆅ方公ົ員人௳費の見┤しは後に㏙࡭る。

「経済༴機対応・ᆅᇦάᛶ化予ഛ費」の計上

見㏦りは、予算総額をᢚえるためのᡭẁであ

り、国മ費ቑ額をᑡなく見せる財ົᐁ൉の⿬

ᢏでしかない。  
 

２．௒年度の政府予算࡜地方財政ィ⏬

の≉ᚩ 

（１）地方財政ィ⏬࣭地方交௜⛯ࡣ࡜ 
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ᆅ方財政計⏬とは、ẖ年の政府予算編成に

合わせて策定されるもので、㺀ᆅ方ᅋయの歳

ධ歳出総額の見込額」というのが正ᘧྡ⛠で

ある。ẖ年、ἲᚊに基࡙くある࡭きᆅ方行政

Ỉ‽ࡸ、行財政制度のᨵ正にకう経費のቑῶ

などを標‽的な姿で算出し、歳出に計上する。

そして、経済の動向ࡸ⛯財政制度のᨵ正➼を

ᢡり込んだ཰ධ見込額を歳出に計上すること

により、標‽的行政Ỉ‽を確ಖすることにし

ており、ᆅ方஺௜⛯ἲ第 7 ᮲に基࡙き策定

されるものである。 
ᆅ方財政計⏬のᙺ๭は、ձᆅ方財※のಖ㞀

機⬟をᣢつᆅ方஺௜⛯との㛵わりにおいてᆅ

方財※のಖ㞀を行っている。ղಶࠎのᆅ方自

἞యにとっては財政㐠営の指針となる。ճ国

の᪋策の大部分が自἞యを㏻して行われてい

ることから国の᪋策の指針ともなる、とされ

ている。 
言い᥮えれば、人ཱྀࡸ産業の㞟積の度合い

によりᆅᇦ間に᱁ᕪがあり、景気の動向によ

り⛯཰の年度間での᱁ᕪが生ࡌているが、そ

れらの᱁ᕪにかかわらࡎ自἞యが標‽的行政

Ỉ‽をಖつことが出᮶るよう、ᆅ方財政計⏬、

なかんࡎくᆅ方஺௜⛯を㏻ࡌて、ᆅ方の財※

をಖ㞀し、ᆅ方஺௜⛯ࡸᆅ方മなどによりྛ

ᆅ方公共ᅋయに財※ಖ㞀をしているもの、と

いえる。 
ᆅ方財政計⏬は、⩣年度の自἞యにおける

歳出総額を見積もり、ᆅ方の⛯཰、国庫補ຓ

負担金、ᆅ方മなどに歳ධでまかなえきれな

い額�財※୙足額�を、ᆅ方஺௜⛯によって補

うためにつくられる、といってもよい。 
一方、ᆅ方஺௜⛯は、自἞య間の財政力の

᱁ᕪをゎ消するため、஺௜⛯の㐺正な㓄分を

㏻ࡌて自἞య間相஫の㐣୙足をㄪᩚし、ᆒて

ん化をᅗるᙺ๭がある。ྠ時に、ᆅ方財政඲

యについて、ᆅ方஺௜⛯の総額が国⛯㸳⛯の

一定๭合としてἲ定されていることを㏻ࡌて、

ᆅ方財※は総額としてಖ㞀されていることに

なる。また、ಶูの自἞యにとっては、஺௜

⛯の算定において、「基‽財政㟂せ額㸫基‽

財政཰ධ額」という基‽を㏻ࡌて㟂せ額に୙

足する財※が஺௜⛯で確ಖされ、標‽的な行

政㐠営がྍ⬟となるためにᚲせな財※をಖ㞀

されることになる。これがᆅ方஺௜⛯の「財

政ㄪᩚ機⬟」と「財政ಖ㞀機⬟」といわれる

ものである。 
 

（２）201� 年度地方財政ィ⏬（地方財政ᑐ

策）の概要 

௒年度のᆅ方財政計⏬は、総額が 81.9 兆

円で前年度とẚ࡭ 507 ൨円�0.1�）のᚤቑで

ある。 
財政はまࡎ歳出を見積もり、そしてそのᚲ

せ額を歳ධで確ಖする、いわゆる「㔞出制ධ

（ධるをはかりて、出を制す）」である。ま

୚㛵ಀ経費を⤥、ࡎ 19.7 兆円、一般行政経

費を 31.8 兆円、投資的経費を 10.7 兆円、公

മ費を 13.1 兆円、その௚ 4.3 兆円と見積も

って、歳出総額が 81.9 兆円となっている。 
歳ධは、ᆅ方⛯ཬびᆅ方ㆡ୚⛯が 36.4 兆

円、国庫ᨭ出金が 11.8 兆円で、ᆅ方മ（㏻

ᖖമ）が 4.9 兆円、その௚ 6.3 兆円を見積も

る。その上で、ᆅ方஺௜⛯のἲ定分（国⛯㸳

⛯の一定๭合）が 11.2 兆円である。ここま

での歳ධ額では歳出に対して 13.3 兆円୙足

することになる。これが「財※୙足額」とい

われるもので、これをどうᇙめ合わせるかが

ẖ年総ົ省と財ົ省のᢡ⾪にかかっており、

この✰ᇙめᡭẁが「ᆅ方財政対策」と࿧ばれ

ている。 
௒年のᆅ方財政対策は、まࡎ、ᆅ方が財※

対策മ（財※୙足に当てるᘓ設ᆅ方മ）を

0.8 兆円発行し、国が財※୙足の≧ἣを㋃ま

えて஺௜⛯を 1.8 兆円を加算し、≉ู会計の

りくりでࡸ 0.9 兆円を生み出す。その上で㺂

2001 年から発行してきた⮫時財政対策മ

（ᆅ方஺௜⛯の財※୙足に当てるᆅ方മ）の
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ඖ利ൾ㑏金に充てるため、⮫時財政対策മを

2.6 兆円発行する。௨上で⣙ 6 兆円となる。

財※୙足額から６兆円をᕪしᘬいたṧりの

7.2 兆円を国とᆅ方でᢡ༙するのがࣝーࣝと

なっている。国は༙分の 3.6 兆円を一般会計

で「⮫時財政対策≉例加算」として負担し、

ᆅ方はṧりの༙分 3.6 兆円について⮫時財政

対策മを発行して✰ᇙめをする。 
こうしたࡸり⧞りを㏻ࡌて財※୙足を✰ᇙ

めした⤖ᯝ、ᆅ方஺௜⛯は総額 17.1 兆円と

なり、前年度より 3�921 ൨円（2.2�）のῶ

ᑡとなった。そしてᆅ方஺௜⛯の௦わりに発

行する⮫時財政対策മは 6.2 兆円となり、⤖

ᯝとしてはᆅ方が発行するᆅ方മは 11.2 兆

円となった。このような」㞧なࡸり⧞りを経

てᆅ方財政計⏬の歳ධが確ಖされることにな

ったわけである。 
歳ධについて再㏙すると、ᆅ方⛯ 34 兆円、

ᆅ方ㆡ୚⛯およびᆅ方≉例஺௜金 2.4 兆円、

ᆅ方஺௜⛯ 17.1 兆円、⮫時財政対策മ 6.2
兆円、これらを合わせたᆅ方が自⏤に使える

一般財※の総額は 59.7 兆円となり、前年度

とẚ࡭て 1�285 ൨円（0.2％）のቑ加となり、

᫖年୪みの一般財※は確ಖされたことになる。

これに国庫ᨭ出金 11.9 兆円、⮫時財政対策

മを㝖くᆅ方മ 4.9 兆円、ᡭ数ᩱ使用ᩱなど

その௚の཰ධ 5.3 兆円を加えると、歳ධ総額

が 81.9 兆円となる。これが௒年度のᆅ方財

政計⏬のᴫせである。 
 

（㸱）地方බົဨ⤥୚㈝の๐ῶ࡚࠸ࡘ࡟の⥲

ົ኱⮧㏻▱ 

௒年度のᆅ方財政計⏬のなかで最大の≉ᚩ

は、ᆅ方公ົ員の⤥୚費について、国ᐙ公ົ

員୪みの 7.8％の๐ῶを７月から行うことを

前ᥦに、⤥୚㛵ಀ経費が計上されていること

である。 
᫖年（2012 年）２月に「国ᐙ公ົ員の⤥

୚ᨵ定ཬび⮫時≉例に㛵するἲᚊ」が公ᕸさ

れ、国ᐙ公ົ員の⤥୚について「ཝしい財政

≧ἣཬびᮾ日本大㟈⅏に対ฎするᚲせᛶに㚷

み、一ᒙの歳出๐ῶが୙ྍḞであることか

ら」平ᆒ 7.8％のᘬきୗげを 2014 年３月ᮎ

まで２年間にわたってᐇ᪋するというもので

ある。このἲᚊが公ᕸされた日に総ົ๪大⮧

㏻▱が出された。この㏻▱「ᆅ方公ົ員の⤥

୚について」には、このἲᚊで「ᆅ方公共ᅋ

యにおいて自主的かつ㐺切に対ฎされるもの

とする」とされていたことから、ᆅ方自἞య

においては「自主的かつ㐺切に対ฎされるよ

う期待します」となっていた。 
民主党政権時௦に出されたこの㏻▱は、国

ᐙ公ົ員の２年㝈りの⮫時的な⤥୚ᘬきୗげ

について、ᆅ方自἞యの自主ᛶに任せᆅ方公

ົ員の⤥୚ᘬきୗげを連動させない、という

㊃᪨であるとゎ㔘されていた。 
とこࢁが、12 月の総選挙⤖ᯝ、民主党か

ら自民・公明へ政権஺௦が行われ、安倍政権

は１月 24 日になって一方的にᆅ方公ົ員の

⤥୚ᘬきୗげを閣議決定した。閣議決定には、

「ᆅᇦの課題に㎿㏿かつ的確に対ฎするため、

平成 25 年度におけるᆅ方公ົ員の⤥୚につ

いては、国ᐙ公ົ員の⤥୚のᨵ定ཬび⮫時≉

例に㛵するἲᚊに基࡙く国ᐙ公ົ員の⤥୚ῶ

額ᨭ⤥ᥐ置を㋃まえ、ྛᆅ方公共ᅋయにおい

て㏿ࡸかに国に‽ࡌてᚲせなᥐ置をㅮࡎるよ

うせㄳする」とされていた。この閣議決定を

ཷけて、１月 28 日に総ົ大⮧ྡの「ᆅ方公

ົ員の⤥୚ᨵ定に㛵するྲྀりᢅいについて」

というᩥ᭩が出された。このᩥ᭩には閣議決

定の඲ᩥがῧ௜され、「㏿ࡸかに国に‽ࡌて

ᚲせなᥐ置をㅮࡎるようせㄳいたします」と

いう内ᐜであった。 
民主党政権時௦と明らかに㐪う対応であり、

ᆅ方公ົ員⤥୚については「᮲例で定める」

というᆅ方公ົ員ἲに基࡙く制度にᖸ΅しよ

うとする内ᐜである。2000 年のᆅ方分権一

ᣓἲの᪋行により「㏻㐩行政」はᗫṆされ、
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ἲ௧に基࡙かない国の㛵୚はチされていない。

こうしたことから「なお、本㏻▱はᆅ方公ົ

員ἲ第 59 ᮲（ᢏ⾡的ຓ言）ཬびᆅ方自἞ἲ

第 245 ᮲の㸲（ᢏ⾡的なຓ言）に基࡙くも

のです」というᩥ言がつけられていた。ᢏ⾡

的ຓ言である௨上、ྛ自἞యは「これにᚑう

⩏ົはない」と言えるのである。 
 

（㸲）ලయⓗ࡞地方財政ィ⏬上のෆᐜ 

ᆅ方財政計⏬では、この閣議決定をཷけ、

2013 年 7 月からᆅ方公ົ員の⤥୚を国に‽

て๐ῶすることを前ᥦに、⤥୚㛵ಀ経費をࡌ

計上している。ලయ的には、8�504 ൨円（⩏

ົ教⫱教⫋員⤥୚の国庫負担金も๐ῶされる

ことから、一般財※では 7�854 ൨円）を๐ῶ

することとされた。 
一方、㜵⅏・ῶ⅏事業、ᆅᇦのάᛶ化など

の緊急課題へ対応するため、⤥୚๐ῶ額に見

合った事業費を、歳出に≉ูᯟを設けて計上

することにしている。ලయ的には、ձ඲国㜵

⅏事業費（ὠἼ対策事業ࡸ学ᰯ⪏㟈化事業な

どの国┤㎄事業・補ຓ事業についてのᆅ方負

担分）973 ൨円、ղ緊急㜵⅏・ῶ⅏事業費

（ᆅᇦの㜵⅏力を強化するための᪋設のᩚഛ、

⅏ᐖに強いまち࡙くり事業、⅏ᐖに㎿㏿に対

応するための᝟ሗ⥙のᵓ⠏などᆅ方༢⊂事業

費）4�550 ൨円、ճᆅᇦのඖ気࡙くり事業費

3�000 ൨円、計 8�523 ൨円である。 
このうち、ձղについては、඲額ᆅ方മを

発行してまかない、このᆅ方മの㏉済にあた

るඖ利ൾ㑏金について、ձは 80％、ղは

70％をᆅ方஺௜⛯の基‽財政㟂せ額に算ධ

され஺௜⛯でᥐ置されることになっている。 
ճ「ඖ気࡙くり事業費」については、ᆅ方

஺௜⛯の基‽財政㟂せ額にこの費目を新設し

て 3�000 ൨円が計上され、ᆅ方஺௜⛯に組み

込まれて඲自἞యに算定されることとなって

いる。3�000 ൨円のうち㒔㐨府┴に 1�950 ൨

円、ᕷ⏫ᮧに 1�050 ൨円が㓄分される。それ

れの㓄分額のࡒ 3 分の 1 は人ཱྀを基‽とし

て（㒔㐨府┴分 650 ൨円、ᕷ⏫ᮧ分 350 ൨

円）、ṧりを人௳費の๐ῶດ力に応ࡌて㓄分

される。人௳費の๐ῶດ力とは、ࣛスࣞ࢖ࣃ

ス指数に基࡙く⤥୚Ỉ‽がపい๭合に応ࡌて

3 分の 1 が㓄分され、ṧりを⫋員数の๐ῶ๭

合に応ࡌて㓄分するものとされている。 
国の動向にかかわらࡎ、すでにከくの自἞

యでは自主的に⤥୚のᘬきୗげࡸ⫋員の๐ῶ

を行ってきている。しかし⚄ዉ川┴内では、

㤳㒔ᅪに㏆く㒔ᕷをከくᢪえていることから

⤥୚Ỉ‽は㧗く、ࣛスࣞ࢖ࣃス指数で 100
を㉸えるᕷがほとんどであり、⏫ᮧでも 2
⏫が 100 を㉸えている。ࣛスࣞࣃス指数

100 を㉸えるᅋయについては３分の１の部分

は㓄分されない。⫋員数は、1990 年௦ᮎと

2012 年とをẚ࡭ると、す࡭ての自἞యで人

員๐ῶを行ってきており、㒔ᕷ平ᆒで

14.3％、⏫ᮧ平ᆒで 28.2％（ᬑ㏻会計⫋員

総数）となっており、㓄分の対㇟となる。こ

のように自἞యにおける自主的なດ力は、༑

分行ってきているといえよう。 
ᆅ方஺௜⛯制度を利用して自἞యに⫋員⤥

୚のᘬきୗげを行うのは、ᆅ方஺௜⛯ἲの㊃

᪨に཯するものである。ᆅ方஺௜⛯ἲでは、

第１᮲で目的を「（前略）ᆅ方自἞の本᪨の

ᐇ⌧に資するとともに、ᆅ方ᅋయの自立ᛶを

強化することを目的とする」とされており、

௒ᅇのᥐ置はこれをⴭしくᦆなうものといえ

よう。かつて、1980 年௦に、起മチྍ権と

≉ู஺௜⛯をてこにして、ᆅ方の公ົ員⤥୚

のᘬきୗげを迫った強権的なᥐ置をᛮい出さ

せるものである。 
 

（㸳）201� 年度地方財政ィ⏬の୺要࡞ṓධ

経㈝ࠊṓฟ経㈝ 

2013 年度のᆅ方財政計⏬の主せな歳ධ経

費、歳出経費は次のようになっている。 
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ձ歳ධ経費の≉ᚩ 
ᆅ方⛯は、34 兆 175 ൨円で、前年より

3�606 ൨円（1.1％）のቑ加となっている。

そのうち㐨府┴⛯は 13 兆 8�952 ൨円で、前

年より 473 ൨円（0.3％）のቑ加、ᕷ⏫ᮧ⛯

は 20 兆 1.223 ൨円で、前年より 3�133 ൨円

（1.6％）のቑ加となっている。ⱝᖸの景気

ᅇ᚟が見込まれていることから、わࡎかなが

らቑ加ഴ向が見られる。 
ᆅ方஺௜⛯は、すでに見たとおり、17 兆

624 ൨円であり、前年より 3�921 ൨円�2.2％�
のῶᑡとなっている。ᆅ方஺௜⛯の௦わりに

発行する⮫時財政対策മは、6 兆 2�132 ൨円

で、前年より 799 ൨円（1.3％）のቑ加とな

っており、これを合わせたᐇ㉁的なᆅ方஺௜

⛯は 23 兆 2�756 ൨円となり、前年より

3�122 ൨円（1.3％）のῶᑡとなった。 
ᆅ方⛯、ᆅ方ㆡ୚⛯、ᆅ方≉例஺௜金、ᆅ

方஺௜⛯（⮫時財政対策മをྵࡴ）を合わせ

た一般財※総額は、59 兆 7�526 ൨円となり

前年より 1�285 ൨円のቑ加となった。一般財

※総額は、2007 年に 59 兆 2�266 ൨円にな

って௨᮶、7 年続けて 59 兆円ྎが確ಖされ

ていることになる。 
国庫ᨭ出金は、11 兆 8503 ൨円で、前年

より 899 ൨円（0.8％）のቑ加となっている。

生άಖㆤ費など♫会ಖ㞀㛵ಀ費のቑ加による

ものとされる。 
ᆅ方മについては、11 兆 1�517 ൨円で、

前年より 137 ൨円（0.1％）のῶᑡである。

このうち、᪤に見たように⮫時財政対策മが

6 兆 2�132 ൨円で前年より 779 ൨円

（1.3％）ቑ加であり、㏻ᖖᆅ方മ（ᘓ設ᆅ

方മ）は 4 兆 9�385 ൨円で前年より 936 ൨

円（1.9％）のῶᑡとなっている。なお、⮫

時財政対策മは、その算定方ἲが 3 年前か

らኚ᭦になり、௒年度から୙஺௜ᅋయでは発

行できなくなるので、୙஺௜ᅋయでは財政㐠

営について༑分なὀពがᚲせである。 

 
ղ歳出経費の≉ᚩ 

  ⤥୚㛵ಀ経費は 19 兆 7�479 ൨円で、

前年より 1 兆 2�281 ൨円（5.9％）と大幅な

ῶᑡになっている。前㏙したように、7 月か

ら国ᐙ公ົ員に‽ࡌた⤥୚のᘬきୗげを行う

ことを前ᥦにして算出されている。⤥୚の๐

ῶに加えて、㏥⫋ᡭ当についても国ᐙ公ົ員

に‽ࡌたᘬきୗげを見込み、前年度より

1�926 ൨円（９％）ῶᑡさせている。さらに

⫋員数について、一般⫋員を 10�305 人๐ῶ

し、⩏ົ教⫱教⫋員もඣ❺・生ᚐのῶᑡにక

い 2�253 人のῶᑡを見込み、㆙ᐹᐁについて

は 545 人のᚤቑとされている。この⤖ᯝ、

前年よりも⫋員数は 12�843 人の⣧ῶとなっ

ており、その分が⤥୚費の๐ῶに加わったこ

とにより、⤥୚㛵ಀ経費が大幅に๐ῶされる

ことになったのである。 
一般行政経費は 31 兆 8�257 ൨円で、前年

より 6�851 ൨円（2.2％）のቑ加となってい

る。 
一般行政経費のうち、国庫補ຓ負担金をక

うもの（補ຓ事業）については、16 兆

3�919 ൨ 円 で 、 前 年 よ り 5�099 ൨ 円

（3.2％）のቑ加となっている。≉に♫会ಖ

㞀㛵ಀ費のቑ加が大きく、ཌ生ປാ省㛵ಀの

補ຓ事業が 4�076 ൨円ቑ加していることが目

についた。 
一般行政経費のうち補ຓ負担金をకわない

もの（༢⊂事業）は、13 兆 9�993 ൨円で前

年より 1�898 ൨円（1.4％）のቑ加となって

いる。 
ᆅᇦがᐇ᪋する緊急事業をྵめてᆅᇦ経済

基┙強化・雇用➼対策にᚲせな経費（ᆅᇦ経

済基┙強化・雇用➼対策費）は、前年とྠ額

の１兆 4�950 ൨円を計上している。 
公മ費（ᆅ方മのඖ利ൾ㑏金）は、13 兆

1�078 ൨円（ඖ金ൾ㑏金 10 兆 9�550 ൨円、

利ᡶ費２兆 1�528 ൨円）で、前年より 288
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൨円（0.2％）のቑ加となっている。これに

より、2013 年度ᮎのᆅ方മṧ㧗は 145 兆

5�006 ൨円と見込まれている。 
投資的経費は 10 兆 6�698 ൨円で、前年よ

り 2�286 ൨円（2.1％）ῶᑡしている。投資

的経費のうち国┤㎄事業と国庫補ຓ負担金を

కうもの（公共事業）は 5 兆 6�668 ൨円で、

前年より 686 ൨円（1.2％）ῶᑡしている。

また、補ຓ負担金をకわないもの（༢⊂事業

費）は 3 兆 2�548 ൨円で、 674 ൨円

（2.0％）のῶᑡとなっている。投資的経費

のうち、㐨㊰、㒔ᕷ公ᅬ、ཌ生、教⫱、ఫᏯ

➼のఫ民生άに㌟㏆な生ά㛵連᪋設などのᩚ

ഛを行うᬑ㏻ᘓ設事業費は 8 兆 2�449 ൨円

で、前年度より 674 ൨円�1.2��のῶᑡとな

っている。 
投資的経費がῶᑡしているが、これは前年

度の補正予算で⣙ 5 兆円の投資的事業が᪤

に組み込まれていることから、ᐇ㉁的には補

正予算による事業を合わせると大幅なቑ加と

なっていることは間㐪いがない。 
この௚に、⤥୚の⮫時≉例に対応する分と

して、「緊急㜵⅏・ῶ⅏事業費」4�550 ൨円、

「ᆅᇦのඖ気࡙くり事業費」3�000 ൨円、合

わせて 7�550 ൨円が計上されている。 
 
௨上、2013 年度のᆅ方財政計⏬の≉ᚩ的

なⅬのみ見てきたが、一般財※の総額につい

ても、ᆅ方財政計⏬の総額についても前年୪

みに組まれている。したがって、財※が୙足

しているためにᆅ方公ົ員の⤥୚を国ᐙ公ົ

員୪みに๐ῶするわけではないことは明確で

ある。７月のཧ議㝔選挙を᥍え、公ົ員ࣂッ

シンࢢを行いながら、アベノミクスで「民間

⤥୚のᘬき上げ」を財⏺にせㄳする▩┪する

姿勢は、明らかに政἞的ពᅗが見え㏱いてい

る。ᆅ方の一般財※を確ಖしながら、ᆅ方公

ົ員⤥୚ᘬきୗげを政἞の㐨ලに使うᡭἲは、

きわめてᝏ㉁なものと言える。௒後、あらゆ

るᒁ㠃で、こうしたᡭἲが出されてくること

が予᝿されるので、正確な動きをᢕᥱしなが

ら、ᆅ方自἞యの自主的なุ᩿で㐺切な対ฎ

をしていくことがᮃまれている。 

２０１３年度　地方財政計画（地方財政対策）のイメージ図

歳　　出　８１．９兆円(81.9)

一般行政経費 投資的経費 　その他
給与関係経費 ３１．８兆円(30.8) 　１０．７兆円(10.9) 公債費  ４．３兆円

１９．７兆円 補助事業 単独事業  補助事業    単独事業 １３．１兆円 維持補修

(21.0) 　　１６．４兆円 １４．０兆円 ５．７兆円 　  ５．０兆円 (13.1) 公企繰出

(15.9) (13.8) 　 (5.7) (5.2) 水準超団体

1.5兆
(地域再生対策費0.3)
(地域活性化・雇用等対策費1.2）

歳入の試算額

地　　方　　税 法定５税の 　財源不足額 地方債 　国庫支出金 　その他
　　　地方交付税分 １３．３兆円(13.7) ４．９兆円 １１．９兆円(11.8) ５．３兆円
　　１１．２兆円(11.1) (5.0) 使用料手数料他

２．４兆円(2.4)
既往債の元利償還分

確定した　歳　　入　８１．９兆円(81.9) 別枠加算 財源対策債０．８兆円(0.8)

1

地　　方　　税 法定５税の 兆 地方債 その他
３４．０兆円（33.7） 地方交付税分 円 　国庫支出金 使用料

2兆 　　１１．９兆円 手数料他

道府県税 市町村税 地方交付税 地方債 (11.8)  ５．３兆円
　　１４．０兆円(13.8) 　  ２０．１兆円(19.8) １７．１兆円(17.5) 　１１．２兆円（11.2） 　(5.4)

　　実質的な地方交付税
２３．３兆円（23.6）

（　）内は2012年度の計画の数値である
一　　般　　財　　源 ５９．８兆円(59.6)

臨財債

2.6

地域:
経済

基盤

強化・

雇用

等対

国保・高

齢者医

療　１．

４兆円

地方

譲与

税・
特例

交付

折半対象財源不足

地方

譲与

税・

特例
交付

金

交付税

増加補

てん

臨時加算分

3.6兆円(3.8)

臨時財政対
策債　３．６兆

円(3.8)

㈨ᩱ１ 
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２０１２年度補正予算の概要 億円

Ⅰ　復興・防災対策

　　１．東日本大震災からの復興加速 15,865

２．事前防災・減災等 22,024

Ⅱ　成長による富の創出

１．民間投資の喚起による成長力強化 17,862

２．中小企業・小規模事業者・農水産業対策 9,459

３．日本企業の海外展開支援等 1,390

４．人材育成・雇用対策 2,662

Ⅲ　暮らし安心・地域活性化

１．暮らし安心 7,789

２．地域の特性を生かした地域活性化 9,255

３．地方の資金調達への配慮と緊急経済対策の実施 13,980

｢日本再生に向けた緊急経済対策」全体の財政支出

この他に基礎年金国庫負担(25,842億円)などを含め計

歳出 歳入
総額　１０５．７兆円 総額　１０５．７兆円

12年度 10.3 　緊急経済対策 7.8 　新たな借金（建設国債）5.5

補正予算 基礎年金の 5.3 　年金特例公債　2.6　特例国債の減額　0.3

37,889億円

31,373

31,024

102,815

131,054

補正予算 　基礎年金の 5.3

13.1兆円 　　国庫負担　2.8 　今年度経費の減額　3.3

29.1 　社会保障費 　前年度剰余金　2.0

　 45.4    建設国債　42.9

16.1 　地方交付税 新たな借金　 赤字国債　37.1

13年度 　 年金特例国債　2.6

予算 5.3 　文教科学振興費 4.0 　その他の収入

９２．６ 5.2 　公共事業費

兆円 4.7 　防衛費

43.0 　税収

22.2 　国債費

9.4 　その他

資料２

資料３
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- 1 -

地方公ົဨ給与費の臨時特例䛸⥭ᛴㄢ㢟䜈の対ᛂ

㻻 ᖹᡂ25年度䛻䛚䛡る地方公ົဨの給与䛻䛴䛔て䚸国ᐙ公ົဨの給与ῶ額支

給ᥐ⨨䜢㋃䜎䛘䚸国䛻準䛨てᚲせなᥐ⨨䜢ㅮ䛪る䜘䛖せㄳ(㻴25.1.24㛶㆟Ỵ定)

㻻 䛣䜜䜢㋃䜎䛘䚸地方財政計画䛻䛚䛔て䚸ᖹᡂ25年7᭶䛛䜙の地方公ົဨ給与

費䜢๐ῶ

㻻 㜵⅏・ῶ⅏事業䚸地域の活性化等の⥭ᛴㄢ㢟䜈対ᛂ䛩るた䜑䚸給与๐ῶ額䛻

ぢྜ䛳た事業費䜢䚸歳出䛻特別枠䜢タ定して計ୖ

１．๐ῶ額

（１） 地方公ົဨ給与費๐ῶ 䕦８㻘５０４൨円

（䛖䛱一般財源 䕦７㻘８５４ ）

（２） ⥭ᛴㄢ㢟䜈の対ᛂ

䐟඲国㜵⅏事業費（地方㈇ᢸ分） ９７３൨円

䐠⥭ᛴ㜵⅏・ῶ⅏事業費 ４㻘５５０

䐡地域の元Ẽ䛵䛟䜚事業費 ３㻘０００

計 ８㻘５２３

䈜䐟䚸䐠は地方債䛻䜘䜚ᥐ⨨䚹䐡はᬑ㏻交付税(地域の元Ẽ䛵䛟䜚᥎㐍費)䛻䜘䜚ᥐ⨨䚹

２．地域の元Ẽ䛵䛟䜚᥎㐍費の算定

ᬑ㏻交付税の基準財政㟂せ額䛸して䚸௨ୗの䛸䛚䜚算定䚹

・地域の活性化のྲྀ⤌䛻ᚲせな財政㟂せ䛻対して䚸ே䝻䜢基ᮏ䛸して基♏額䜢算定䚹

・䛣䜜䜎でのே௳費๐ῶດຊ䜢給与水準(国の給与๐ῶ๓の䝷䝇䝟イ䝺䝇ᣦ数)䛸䚸

⫋ဨ数๐ῶのせ⣲で加算䚹

ே௳費๐ῶດຊ䛻䜘る加算

基♏額 䢓䡹䢆䢛䡮䢖䡹ᣦ数 ⫋ဨ数๐ῶ 計

㒔道府県分 650൨円⛬度 650൨円⛬度 650൨円⛬度 1㻘950൨円⛬度

市町村分 350൨円⛬度 350൨円⛬度 350൨円⛬度 1㻘050൨円⛬度

(ὀ1) ・䛂㻴24年度(㻴24.4.1⌧ᅾの国の給与๐ῶ๓の䝷䝇䝟イ䝺䝇ᣦ数)䛃䛸䛂㻴20䡚㻴24年度の䝷䝇

䝟イ䝺䝇ᣦ数のᖹᆒ値䛃のᑠ䛥䛔方䜢用䛔て䚸100䜢ୗᅇる度ྜ䛔䛻ᛂ䛨て๭䜚増して

算定䜢行䛖䚹

・㻴24年度の䝷䝇䝟イ䝺䝇ᣦ数䛜100௨ୖのሙྜは๭䜚増しは0䚹

(ὀ2) ・඲国の⫋ဨ数䛜䝢ー䜽であ䛳た5年㛫(㻴5䡚㻴9)のᖹᆒ⫋ဨ数䛸䚸㻴20䡚㻴24年度のᖹᆒ

⫋ဨ数䛻䜘る๐ῶ⋡䛻ᛂ䛨て๭䜚増して算定䜢行䛖䚹(㒔道府県のᖹᆒ๐ῶ⋡䕧11.3

㻑䚸市町村のᖹᆒ๐ῶ⋡䕧16.1㻑)

・㻴20䡚㻴24年度のᖹᆒ⫋ဨ数䛜増加して䛔るሙྜは๭䜚増しは0䚹

資料４
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地方財政計⏬　歳入歳出　3年間の᥎⛣
༢఩䠖億円䚸䠂

金額 ቑ減額 ቑ減⋡㻑 ᵓ成ẚ㻑 金額 ቑ減額 ቑ減⋡㻑 ᵓ成ẚ㻑 金額 ቑ減額 ቑ減⋡㻑 ᵓ成ẚ㻑

㼍 地方税 334,037 8,941 2.8 40.5 336,569 2,532 0.8 40.8 340,175 3,606 1.1 41.5

㼎 地方ㆡ୚税 21,749 2,578 13.4 2.6 22,615 866 4.0 2.7 23,470 855 3.8 2.9

㼏 地方特例交付金等 3,877 45 1.2 0.5 1,275 䕧 2,602 䕧 67.1 0.2 1,255 䕧 20 䕧 1.6 0.2

㼐 地方交付税 173,734 4,799 2.8 21.1 174,545 811 0.5 21.2 170,624 䕧 3,921 䕧 2.2 20.8

㼑 国庫支出金 121,745 6,082 5.3 14.8 117,604 䕧 4,141 䕧 3.4 14.3 118,503 899 0.8 14.5

㼒 地方債 114,772 䕧 20,167 䕧 14.9 13.9 111,654 䕧 3,118 䕧 2.7 13.5 111,517 䕧 137 䕧 0.1 13.6

㼓  　地方債 53,179 䕧 4,661 䕧 8.1 6.4 50,321 䕧 2,858 䕧 5.4 6.1 49,385 䕧 936 䕧 1.9 6.0

㼔  　⮫᫬財政対策債 61,593 䕧 15,476 䕧 20.1 7.5 61,333 䕧 260 䕧 0.4 7.4 62,132 799 1.3 7.6

㻵 ౑用ᩱᡭᩘᩱ 14,279 1,153 8.8 1.7 14,037 䕧 242 䕧 1.7 1.7 13,888 䕧 149 䕧 1.1 1.7

㼖 㞧収入 40,861 355 0.9 5.0 40,444 䕧 417 䕧 1.0 4.9 39,852 䕧 592 䕧 1.5 4.9

㼗 　ྜ　　計 825,054 3,786 0.5 100.0 818,647 䕧 6,407 䕧 0.8 99.2 819,284 637 0.1 100.0

୍⯡財※ (㼍䡚㼐㻗㼔) 594,990 887 0.1 72.1 596,241 1,251 0.2 72.3 597,656 1,415 0 72.9

実㉁ⓗな地方交付税(㼐㻗㼔) 235,327 䕧 10,677 䕧 4.3 28.5 235,878 551 0.2 28.6 232,756 䕧 3,122 䕧 1 28.4

༢఩䠖億円䚸䠂

金額 ቑ減額 ቑ減⋡㻑 ᵓ成ẚ㻑 金額 ቑ減額 ቑ減⋡㻑 ᵓ成ẚ㻑 金額 ቑ減額 ቑ減⋡㻑 ᵓ成ẚ㻑

㼘 ⤥୚㛵ಀ経費 212,694 䕧 4,170 䕧 1.9 25.8 209,760 䕧 2,934 䕧 1.4 25.4 197,479 䕧 12,281 䕧 5.9 24.1

　　⤥୚費 189,340 5,408 2.9 22.9 187,154 䕧 2,186 䕧 1.2 22.7 177,691 䕧 9,463 䕧 5.1 21.7

㼙 ୍⯡⾜政経費 308,226 13,895 4.7 37.4 311,406 3,180 1.0 37.7 318,257 6,851 2.2 38.8

㼚  　୍⯡（補ຓ） 157,481 13,168 9.1 19.1 158,820 1,339 0.9 19.2 163,919 5,099 3.2 20.0

㼛  　୍⯡（༢⊂）　 138,601 316 0.2 16.8 138,095 䕧 506 䕧 0.4 16.7 139,993 1,898 1.4 17.1

㼜  　国保㧗㱋་⒪等 12,144 411 3.5 1.5 14,491 2,347 19.3 1.8 14,345 䕧 146 䕧 1.0 1.8

㼝 地方再生対策費 3,000 䕧 1,000 䕧 25.0 0.4 䕧 3,000 䕧 100.0 0.0

㼞 地域経済基┙強化・雇用等 12,000 12,000 ⓙቑ 1.5 14,950 䕧 50 1.8 14,950 0 0.0 1.8

㼠 投資ⓗ経費 113,032 䕧 6,042 䕧 5.1 13.7 108,984 䕧 4,048 䕧 3.6 13.2 106,698 䕧 2,286 䕧 2.1 13.0

㼡 　投資（┤㎄・補ຓ） 59,474 9,083 18.0 7.2 57,354 䕧 2,120 䕧 3.6 7.0 56,668 䕧 686 䕧 1.2 6.9

㼢 　投資（༢⊂） 53,558 䕧 15,125 䕧 22.0 6.5 51,630 䕧 1,928 䕧 3.6 6.3 50,030 䕧 1,600 䕧 3.1 6.1

㼣 公債費 132,423 䕧 1,602 䕧 1.2 16.0 130,790 䕧 1,633 䕧 1.2 15.8 131,078 288 0.2 16.0

㼤 ⥔ᣢ補ಟ費 9,612 㻙51 䕧 0.5 1.2 9,667 55 0.6 1.2 9,889 222 2.3 1.2

⤥୚の⮫᫬特例対ᛂ費 7,550 7,550 ⓙቑ 0.9

㼥 公Ⴀ企業⧞出金 26,867 䕧 94 䕧 0.3 3.3 26,590 䕧 277 䕧 1.0 3.2 25,753 䕧 837 䕧 3.1 3.1

㼦 　䛖䛱企業債ൾ㑏負担ศ 17,118 䕧 336 䕧 1.9 2.1 16,824 䕧 294 䕧 1.7 2.0 16,376 䕧 448 䕧 2.7 2.0

㼍㼍 ୙交付ᅋ体水‽㉸経費 7,200 700 10.8 0.9 6,500 䕧 700 䕧 9.7 0.8 7,500 1,000 15.4 0.9

㼗 　ྜ　　計 825,054 3,786 0.5 100.0 818,647 䕧 6,407 䕧 0.8 99.2 819,154 507 0.1 100.0

地方୍⯡歳出 (㼗㻙㼣㻙㼦㻙㼍㼍) 668,313 5,024 0.8 81.0 664,533 䕧 3,780 䕧 0.6 80.5 664,200 䕧 333 䕧 0.1 81.1

2011(㻴23)年度 2012(㻴24)年度 2013(㻴25)年度

歳　　　入

歳　　　　出
2011(㻴23)年度 2012(㻴24)年度 2013(㻴25)年度

資料５

2013年度政府予算と地方財政計画の特徴　11
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本ㄅࠗ自἞◊かながわ月ሗ（௨ୗ「月ሗ」）2012 年 12 月ྕ࠘で「ཌ木ᕷで公ዎ⣙᮲例が成立

へ㸫⛅⏣ᕷࠗ公ዎ⣙基本᮲例案࠘᮶年２月議会ᥦ案へ、川㉺ᕷ議会がࠗ公ዎ⣙᮲例案࠘ᥦ案の動

き㸫」題して公ዎ⣙᮲例の動きをሗ࿌したが、඲国ྛᆅで新たな動きがみられる。⌧ẁ㝵の≧ἣ

についてሗ࿌する（⾲ � ཧ↷）。また、᮲例化している � 自἞యの ���� 年度ሗ㓘ୗ㝈額➼につい

てもお▱らせする（⾲ � ཧ↷）。 

 

１．඲ᅜのືྥ 

 

（１）໭ᾏ㐨㸭ᮐᖠᕷ 

 

ᮐᖠᕷ（上⏣ᩥ㞝ᕷ長・� 期）は、���� 年

� 月にᕷ議会にᥦ案したが、���� 年 � 月議会

においても⥅続ᑂ議となっている�。「ᘓ設ࡸ

㆙ഛなどの業⏺にはࠗ経営をᅽ迫、⌮⟶ࣝࣅ

する࠘との㆙ᡄឤが᰿強い（໭ᾏ㐨新⪺ ����

年 � 月 �� 日）」。 

 

（２）ᮾ໭㸭ᒣᙧᕷࠕබዎ⣙᮲౛ࠖのᇶ 

ᮏⓗ⪃࠼方♧ࠊࡿࢀࡉ⛅⏣ᕷࠕࡣබዎ⣙ 

ᇶᮏ᮲౛ࠖࡀᡂ❧ 

 

 ᒣᙧᕷ（ᕷ川᫛⏨ᕷ長・�期）は、����年�

月ᕷ議会に「ᒣᙧᕷ公ዎ⣙᮲例制定に向けた基

本的⪃え方（案）」をᥦ案した。᪋行は����

                                                  
1 ᮐᖠᕷの経㐣については、「月ሗ」2012 年

6 月ྕをཧ↷。 

年�月をめࡊしている�。 

（１）᮲౛の概要 

ձ㐺用⠊ᅖ 

ᕤ事ㄳ負ዎ⣙ 予定価᱁�൨����୓円௨上 

業ົጤクዎ⣙ ≉定の業✀（Ύᤲ、人的㆙ 

ഛ、᪋設の設ഛ㐠㌿⟶⌮業 

ົを⪃えている） 

 ղ作業ሗ㓘    

  ᕤ事ㄳ負ዎ⣙  公共ᕤ事設計ປົ༢価 

  業ົጤクዎ⣙  ᘓ⠏ಖ඲業ົປົ༢価

（ᒣᙧ┴はㄪᰝが行われていないため㞄᥋

するᐑᇛ┴をཧ⪃にする。） 

 ճ指定⟶⌮者 指定⟶⌮者が発ὀする 

���� ୓円௨上の業ົጤク 

ዎ⣙も対㇟。 

 մ作業ሗ㓘ᑂ議会 事業者、ປാ者、学識 

経㦂者でᵓ成。 

 

 

                                                  
2 ᒣᙧᕷの経㐣については、「月ሗ」2012 年

6 月ྕをཧ↷。 
 

 
公契約条例の全国各地の動き 

බ┈♫ᅋἲே 神奈川県地方自治研究センター

୺௵研究ဨ ຾ᓥ ⾜正
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⛅⏣ᕷ（✑積ᚿᕷ長・� 期）の「公ዎ⣙᮲ 

例基本᮲例」は、���� 年 � 月 �� 日 ᕷ議会඲

会一⮴で成立した。᪋行は、���� 年 � 月�。 

 

（㸱）⩌㤿県㸭๓ᶫᕷ  බዎ⣙ᇶᮏ᮲ࠕ࡛

౛ࠖᡂ❧ 

   

⩌㤿┴前ᶫᕷ（ᒣ本㱟ᕷ長・� 期目）の ���� 

年 � 月ᕷ議会で「公ዎ⣙基本᮲例」が成立し

た。���� 年にᕷ議会の共産党会ὴが、「公ዎ

⣙᮲例」を༢⊂ᥦ案したが、ྰ 決されている。

௒ᅇは、共産党は「ಟ正案」をᥦ出したが、

ྰ決されている。 

 

（㸲）ᇸ⋢県㸭川㉺ᕷࠊ⥆⥅ࡣ㉺㇂ᕷ࡜ 

ⲡຍᕷ࡛᪂ࡳ⤌ࡾྲྀ࡞ࡓ 

  

 川㉺ᕷ（川合ၿ明ᕷ長・� 期）では、����

年 � 月に公ዎ⣙᮲例案が議員ᥦ案されたが、

���� 年 � 月ᕷ議会では、⥅続ᑂ議となった�。

ᘓ設業⏺は、���� 年 � 月にはᕷ議会に「公ዎ

⣙᮲例཯対㝞᝟」をᥦ出し、� 月には཯対㞟

会を行うなど動きがあった。こうしたᙳ㡪が

あったものとᛮわれる。 

 ㉺㇂ᕷ（㧗ᶫດᕷ長・� 期）では、���� 年

� 月のᕷ議会総ົᖖ任ጤ員会で公ዎ⣙に㛵す

るㄪᰝを行うことが決まり、野⏣ᕷㄪᰝなど

が進められていたが、���� 年 � 月にྠጤ員会

は、ᕷ当ᒁに対して「内部᳨ウ組⧊の設置」

をせㄳした。これをཷけてᗇ内に「㉺㇂ᕷ公

ዎ⣙制度ㄪᰝ᳨ウ部会」が設置され、ㄪᰝ➼

がᐇ᪋されている。本年は、⛅にᕷ長選挙が

予定されている。௒後の行方にὀ目したい。 

 ⲡ加ᕷ（⏣中和明ᕷ長・１期）は、���� 年

                                                  
3 ⛅⏣ᕷの経㐣については、「月ሗ」2012 年

12 月ྕཧ↷のこと。 
4 川㉺ᕷの経㐣については、「月ሗ」2012 年

12 月ྕཧ↷のこと。 
 

のᕷ長選挙でึ当選した⏣中和明ᕷ長�のマ

、に「公ዎ⣙᮲例の制定」がありࢺス࢙ࣇࢽ

その動向がὀ目されていたが、���� 年 � 月に

ᗇ内に「（௬⛠）ⲡ加ᕷ公ዎ⣙᮲例◊✲会」が

設置された。���� 年 � 月ᕷ議会で、ᕷ長は㉁

ၥに⟅えて「᮲例の制定時期は明言できない

が、できるだけ早い時期にᥦ案できれば」と

⟅ᘚしている（ⲡ加ᕷ議会 +3 より）。௒後の

動向にὀ目したい。 

 

（㸳）ᮾி㒔㸭㊊❧༊࡛ 201� 年 � ᭶ࠕබ

ዎ⣙᮲౛ࠖ᪋⾜ࡍࡔࡁື࡟ 

 

 足立༊（㏆⸨ࡸよい༊長・２期）は、����

年 � 月ᕷ議会ጤ員会に「足立༊公ዎ⣙᮲例の

制定に㛵する課題の᳨ウ⤖ᯝについて」をሗ

࿌した。ᴫせは、௨ୗのとおりである。����

年 � 月᪋行をめࡊすとなっている。 

ձ㐺用⠊ᅖ 

ᕤ事ㄳ負ዎ⣙ 予定価᱁�൨����୓円௨上 

ᕤ事ㄳ負௨እのዎ⣙ ���� ୓円௨上のᕤ

事ㄳ負௨እのዎ⣙で༊長

がูに定めるもの 

 ղ㐺用ປാ者 ປാ者、ྡ目ዴఱにかかわ 

らࡎປົの対価をᚓてാく 

ಶ人す࡭て対㇟ 

ճ作業ሗ㓘ୗ㝈額    

  最ప㈤金ἲの最ప㈤金、生άಖㆤ基‽、

公共ᕤ事設計ປົ༢価 

 մ指定⟶⌮者 指定⟶⌮༠定᭩に‽用 

 յ作業ሗ㓘ᑂ議会 設置する 

 նスࣗࢪࢣーࣝ ���� 年 � 月᪋行 

                                                  
5 前ⲡ加ᕷ長の木ୗ༤ಙは、1964 年生まれ、

ⲡ加ᕷ議 2 期を経て 2001 年ᕷ長ึ当選。い

わゆる「ᨵ㠉ὴ」ᕷ長であったが、ᕷ議会と

対立し、2009 年にᕷ長୙ಙ任決議が出される

が規定に㐩せࡎ、⩣ 2010 年に再び୙ಙ任決

議が出されྍ決、ᕷ長ኻ⫋した。⏣中⌧ᕷ長

は、1949 年生まれ。ⲡ加ᕷ議会事ົᒁ長など

を経て 2010 年 12 月木ୗẶを◚りึ当選。 

公契約条例の全国各地の動き　13
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（㸴）長㔝県㸭ࠗࠕ 長㔝県࠺⾜ࡀዎ⣙࠘

 ࡿࢀࡉ方ࠖฟ࠼⪄࡞ᇶᮏⓗࡿࡍ㛵࡟

 

 長野┴（㜿部Ᏺ一▱事・１期）は、㜿倍Ᏺ

一▱事が当選後に公ዎ⣙に㛵するᗇ内◊✲会

を設置して◊✲を行ってきた。���� 年 �� 月

には中間ሗ࿌を行ったが、���� 年 � 月┴議会

で「ࠗ 長野┴が行うዎ⣙ に࠘㛵する基本的な⪃

え方」の᳨ウ案を示した。せⅬとしては、「ᘓ

設ᕤ事で、ປാ㈤金の㐺正なᨭᡶいを総合ホ

価で加Ⅼ」、「㈤金ୗ㝈額は第୕者ጤ員会にㅎ

る」、「ධᮐཧ加資᱁に♫会ಖ㝤加ධを⩏ົ化」、

「⏨ዪ共ྠཧ⏬、㞀がい者ᨭ᥼など♫会㈉⊩

をするいい企業をホ価」などをᑟධする。さ

らに௒後᳨ウする課題として「Ύᤲ業ົ➼へ

の総合ホ価をᑟධし、㞀ᐖ者ἲ定雇用⋡㐩成

を加Ⅼ、㆙ഛ業ົにおける最ప制㝈価᱁制度

のᑟධ、物ရㄪ㐩その௚ዎ⣙への総合ホ価ᑟ

ධ」など、となっている。 

 

（㸵）ឡ▱県㸭ࠕබዎ⣙᮲౛᳨ウ఍㆟ࠖ

タ⨨࡬ 

 

 ឡ▱┴（大ᮧ⚽❶▱事・� 期）は、���� 年

� 月をめどに、学識者ࡸປാᅋయ、ᘓ設業⏺

などの᭷識者による「公ዎ⣙᮲例᳨ウ会議」

を立ち上げて公ዎ⣙᮲例のᚲせᛶࡸዎ⣙のあ

り方を議論して新年度中に⤖論を出すことと

なった�。 

 ឡ▱┴では、���� 年 � 月にᗇ内に「公ዎ⣙

のあり方◊✲ࢳー࣒」を設置して◊✲を続け

てきたが、�� 月に中間ሗ࿌を行っていた。 

新年度予定されている「᳨ウ会議」は、こ

うしたྲྀり組みの上に設置されるものであり、

公ዎ⣙᮲例制定に向けて前進を期待したい。 

                                                  
6 ឡ▱┴の経㐣については、「月ሗ」2012 年

6 月ྕཧ↷。 

 

（㸶）▼川県㸭ᑠᯇᕷ࡛බዎ⣙᮲౛ 

 

 ᑠᯇᕷ（和⏣឵ྖᕷ長・２期）は、� 月 ��

日のᕷ長選挙で「連合▼川かがᆅᇦ༠議会」

と政策༠定を⤖んだ和⏣឵ྖᕷ長が再選され

た。

政策༠定には、「公正なປാ᮲௳をዡບするた

め、自἞యとしてその見本となる࡭き対応を進

めるために公ዎ⣙᮲例の制定をめࡊす」と公ዎ

⣙᮲例の制定がうたわれている。 

 連合▼川としては、� 月に公ዎ⣙᮲例シン࣏

の㛤ദを‽ഛするなど、ᕷഃの公ዎ⣙᮲࣒࢘ࢪ

例のලయ化に向けてࣂックアッࣉするྲྀり組

みを㛤ጞする。 

 

（㸷）රᗜ県㸭ຍすᕷ࡛᮲౛ไᐃࡅྥ࡟

 ࡿࡲጞࡀࡳ⤌ࡾྲྀࡓ

 

 加すᕷ（すᮧ和平ᕷ長・� 期）は、���� 年

� 月のᕷ長選挙で、すᮧ和平ᕷ長がึ当選し

た�。 

すᮧ⌧ᕷ長は、ᕷ長選挙マ࢙ࣇࢽスࢺで「ධ

ᮐᨵ㠉・公ዎ⣙᮲例࡙くり᳨ウጤ員会の設置」

を明グした。���� 年 � 月に公⾲しているᕷ長

の「マ࢙ࣇࢽスࢺ進䬖≧ἣ」では、ධᮐᨵ㠉

は「���� 年 � 月ᐇ᪋」となっているが、公ዎ

⣙᮲例᳨ウጤ員会については、「内部༠議中」

                                                  
7 前ᕷ長中川ᬸ୕Ặは、ᯇୗ政経ሿ出㌟で、

���� 年に当時の⌧⫋ᕷ長を◚り当選したが、

ᚭᗏした「財政再ᘓ」、「行政ᨵ㠉」を行い、

ᕷ議会とも対立を⧞り㏉した。ⴠ選後は、����

年に大㜰ᕷ長選挙に立ೃ補を目指したが、᩿

ᛕ。���� 年には、大㜰ᕷの公ເ༊長に応ເし、

⌧ᅾは大㜰ᕷ໭༊長。すᮧ⌧ᕷ長は、加すᕷ

ᙺᡤ出㌟で、「対ヰと༠ㄪ」を基本にᕷ政を㐠

営するとしている。 

 

14　自治研かながわ月報 2013 年 4 月号（No.140）
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とあり、ᮍᐇ᪋の≧ἣである。 

 こうしたことから、���� 年 � 月に連合ᆅ༠

加すᕷ⫋員組合などが「加すᕷを㇏かにすࡸ

る公ዎ⣙᮲例࡙くり連⤡会議�」を⤖成し、公

ዎ⣙᮲例ᐇ⌧に向けて⨫ྡά動がྲྀり組まれ

るなど、公ዎ⣙᮲例制定に向けた新たなྲྀり

組みがスࢱーࢺしている。 

  

（10）⚟ᒸ県㸭໭஑ᕞᕷࠊ┤方ᕷ࡛ືࡁ

 ࡀ

 

 ⚟ᒸ┴໭஑ᕞᕷ（໭ᶫᘓ἞ᕷ長・２期）で

は、���� 年 � 月からᗇ内に「公ዎ⣙᮲例◊✲

会」を立ち上げ、◊✲を行っている。���� 年

� 月に「中間とりまとめ」が行われることと

なっている。 

 ┤方ᕷ（向野敏᫛ᕷ長・３期）においても

ᗇ内に「公ዎ⣙᮲例◊✲会」を立ち上げ、◊

✲を行っている。� 月中にእ部ጤ員をいれた

「公ዎ⣙᮲例᳨ウ会」を立ち上げ、᮲例制定

を進める予定である。 

 

࣭ࡵ࡜ࡲ�11� බዎ⣙᮲౛ࡀ☜ᐇ࡟ᗈࡗࡀ

 ࡿ࠸࡚

 

 「公ዎ⣙᮲例」について、���� 年 � 月⌧

ᅾの඲国の動向については、௨上の㏻りであ

る。 

 ௒ᅇは、公ዎ⣙᮲例について᝟ሗを஺᥮し

ている㛵ಀᅋయ・ಶ人からᐤせられている᝟

ሗのうちẚ㍑的᳨ウが進められ、自἞యの࣍

ー࣒࣌ーࢪなどで公㛤されているものを中ᚰ

に⾲ � にまとめてみた。これ௨እにも඲国の

自἞యで「公ዎ⣙᮲例」が◊✲・᳨ウされて

いる。 

「公ዎ⣙᮲例」の⌮ゎと᮲例制定にࡴけて

                                                  
8 連合໭᧛ᆅᇦ༠議会、加すᕷ⫋ປ、ර庫土

ᘓ加すᨭ部、部ⴠゎᨺ加すᕷ民共㜚会議など

でᵓ成。 

の動きが、確ᐇに඲国ྛᆅにᗈがっているこ

とが分かる。௒後とも、動向のᢕᥱにດめて

いきたい 

 

 ࡁື࡞ࡓ᪂ࡿࡄࡵࢆබዎ⣙᮲౛ࠖࠕ．２

 

（１）ᅜබ┬ࡀᘓタᴗ⏺ࠕ࡟要ㄳ᭩ࠖ 

 

 ���� 年の総選挙の⤖ᯝ、自民党・公明党政

権へと஺௦した。安倍政権の経済政策として

いわれるとこࢁの「アベノミクス」の中に「公

共事業投資のᣑ大」が組み込まれ、ᘓ設業⏺

がஂࠎにἛいているとのことである。 

こうした中で、���� 年 � 月 �� 日に「����

年度公共ᕤ事設計ປົ༢価」が公⾲されたが、

���� 年度については、඲国では ���� 年度か

ら⣙ ��％ቑ、⿕⅏３┴では⣙ ��％それࡒれ上

がった、と発⾲された。また、ྠ日、国土஺

㏻省は、「ᢏ⬟ປാ者への㐺切な㈤金Ỉ‽の確

ಖについて」とするせㄳ᭩をᘓ設業⏺ᅋయに

発している�。 

安倍㤳相は、「アベノミクス」成ຌのࢠ࢝の

一つがປാ者の㈤金上᪼であることから、�

月に行われた経済ᅋయ（経ᅋ連、日本ၟᕤ会

議ᡤ、経済ྠ཭会）の᠓ㄯ会で異例の㈤金ᘬ

き上げせㄳを行ったことはグ᠈に新しいが、

௒ᅇの国公省のせㄳ᭩もこうした政府の「ࢹ

 。方針にそったものとᛮわれる「༷⬺ࣞࣇ

 

（２）ᚲ要࡞のࠊࡣබዎ⣙ἲ࣭᮲౛ 

 

 しかし、��年௦のึ㢌にࣝࣈࣂ経済が◚⥢し、

                                                  
9 せㄳ㡯目は、１㸬ᢏ⬟ປാ者への㐺切なỈ

‽の㈤金のᨭᡶに対する≉ẁの㓄៖２㸬ἲ定

⚟利費の㐺切なᨭᡶと♫会ಖ㞀➼への加ධᚭ

ᗏ３㸬ⱝ年ධ⫋者の積極的な確ಖ㸲㸬ࢲンࣆ

ンཷࢢὀの᤼㝖㸳㸬設計ኚ᭦にకうୗㄳ企業

への㐺切なᨭᡶ６㸬ປົ費の急⃭なኚ動への

対応７㸬資ᮦ୙足➼への㐺切な対応、となっ

ている。 
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௨後、「公共投資ᣑ大と⦰ᑠ」を⣙��年ࡈとに

行ってきたが、経済はᅇ᚟しなかっただけでな

く、ᘓ設ປാ者の㈤金は大幅にῶᑡした。 

また、⿕⅏ᆅには、使い切れないほどの᚟⯆

予算が計上されている。しかし、たとえばᨺᑕ

⬟㝖ᰁ作業にᚑ事しているປാ者のᐇ᝟をఏ

えるሗ㐨によれば、⌧ᆅ・⌧ሙのປാ者のᐇ᝟

は、ప㈤金でຎᝏな᮲௳のୗにおかれ、ᨺ置さ

れている。また、「⿕⅏ᆅ」の雇用ࡸປാ᮲௳

ᨵၿも進んでいないといわれている。 

こうした⌧≧を⪃えるならば、政府ࡸ自἞య

に求められているのは、⌧ሙのປാ者に㈤上げ

ຠᯝがཬࡪ「公ዎ⣙ἲ」あるいは「公ዎ⣙᮲例」

の制定である。 

 

（㸱）⏕άಖㆤỈ‽のᘬࡁୗࠕࠊࡣࡆබዎ

⣙᮲౛ࠖࡶ࡟ᙳ㡪ࢆཬࡍࡰ 

 

さらには、安倍政権が進めようとしている生

άಖㆤỈ‽のᘬきୗげは、ᆅᇦの最ప㈤金ࡸ年

金➼へと連動し、ᘬきୗげᅽ力となることはい

うまでもない。また、公ዎ⣙᮲例の「ጤク業ົ」

のሗ㓘ୗ㝈額（㈤金）の基‽として「生άಖㆤ」

を᥇用している自἞యについては、「ሗ㓘ୗ㝈

額の見┤し」へと連動しかねないၥ題であり、

見㐣ࡈすことができない。 

生άಖㆤ見┤しの動きについては、௒後とも

ὀどしていくᚲせがある。 

 

 

㹙ཧ⪃㈨ᩱ㸸 201� 年度のሗ㓘ୗ㝈㢠➼

（᮲౛ไᐃ � 自治య）㹛 

 公ዎ⣙᮲例が制定されている � 自἞య（野

⏣ᕷ、川ᓮᕷ、相模ཎᕷ、ከᦶᕷ、国分ᑎᕷ、

῰㇂༊、ཌ木ᕷ）の ���� 年度のሗ㓘ୗ㝈額ᚐ

➼については、⾲ �「����（平成 ��）年度公

ዎ⣙᮲例のሗ㓘ୗ㝈額（㈤金）➼」の㏻りで

ある。 

 なお、ྛ自἞యの࣍ー࣒࣌ー（3+）ࢪから

ཧ⪃資ᩱがᡭにධるので、ཧ⪃までにアࣞࢻ

スをグ㍕しておく。 

 

㹙ྛ自἞య࣍ー࣒࣌ーࢪ㸭公ዎ⣙᮲例㛵連

᝟ሗ㹛 
野⏣ᕷ +3 「事業者向け᝟ሗ㸭ධᮐ᝟ሗ」

Ѝ「۔公ዎ⣙᮲例に㛵する᝟ሗ」 
KWWS���ZZZ.FLW\.QRGD.FKLED.MS�Q\XVDWX�SGI�V
RXJRX�08B1.SGI 
川ᓮᕷ +3 「事業者᝟ሗ㸭ධᮐ᝟ሗかわさ

き」Ѝ「≉定ዎ⣙（公ዎ⣙）制度に㛵する資

ᩱ➼）Ѝ「公ዎ⣙㛵ಀ」 
KWWS���NHL\DNX.FLW\.NDZDVDNL.MS�HSF�GRFV�NR
XNHL\DNX.KWP 
相模ཎᕷ +3 「産業・ࢿࢪࣅス」Ѝ「ධᮐ・

ዎ⣙・ᘓ⠏確ㄆ᝟ሗ」Ѝ「相模ཎᕷ公ዎ⣙᮲

例について」 
KWWS���ZZZ.FLW\.VDJDPLKDUD.NDQDJDZD.MS�N
HL\DNX�022283.KWPO 
ከᦶᕷ +3 「ᕷ政᝟ሗ㸭ዎ⣙・ධᮐ」Ѝ「公

ዎ⣙㛵ಀ」Ѝ「公ዎ⣙制度」 
KWWS���ZZZ.FLW\.WDPD.OJ.MS�FRQWUDFW�16250�0
16255.KWPO 
῰㇂༊ +3 「༊政᝟ሗ」Ѝ「事業者向け᝟

ሗ」Ѝ「ዎ⣙᝟ሗ」Ѝ「ዎ⣙ಀからのお▱ら

せ」Ѝ「῰㇂༊公ዎ⣙᮲例について」 
KWWS���ZZZ.FLW\.VKLEX\D.WRN\R.MS�ILUP�FRQW�
NRXNHL\DNX.KWPO 
国分ᑎᕷ +3 「発ὀ・ධᮐ᝟ሗ」Ѝ「国分

ᑎᕷ公共ㄪ㐩᮲例」 
KWWS���ZZZ.FLW\.NRNXEXQML.WRN\R.MS�NHL\DNX
�LQGH[.KWPO 
ཌ木ᕷ +3 「事業者の方㸭ධᮐ・ዎ⣙」Ѝ

「ཌ木ᕷ公ዎ⣙᮲例の公ᕸについて」

KWWS���ZZZ.FLW\.DWVXJL.NDQDJDZD.MS�VKLPLQ
EHQUL�VKLVHL�NHL\DNX�LQGH[.KWPO 
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2013年4᭶10日⌧ᅾ

㒔㐨ᗓ┴ྡ ⮬἞体ྡ 経　　　　　　　　　　　　　㐣 ⌧　　　　　　　　　　　　≧

໭海㐨 ᮐᖠᕷ 2011年12᭶䛂公ዎ⣙᮲例᱌」ᕷ㆟会ᥦ᱌䚹 2013年4᭶⌧ᅾ⥅⥆中

⛅⏣┴ ⛅⏣ᕷ 2013年3᭶䛂公ዎ⣙基本᮲例」成❧䚹 2014年4᭶施⾜

ᒣᙧ┴ ᒣᙧ┴ 2008年7᭶䛂公共調達基本᮲例」施⾜䚹

ᒣᙧᕷ 公ዎ⣙᮲例᱌をᕷ㆟会に䛂基本ⓗ⪃䛘方」♧䛩䚹
今ᚋ䚸䝟䝤䝁䝯の予ᐃ䚹2014年4᭶施
⾜め䛦䛩䚹

⩌㤿┴ 前ᶫᕷ 2013年3᭶䛂公ዎ⣙基本᮲例」成❧䚹

ᇸ⋢┴ ᕝ㉺ᕷ 2012年9᭶ᕷ㆟会୍⮴䛷䛂公ዎ⣙᮲例᱌」ᥦ᱌䚹 2013年4᭶⌧ᅾ⥅⥆ᑂ㆟䚹

㉺㇂ᕷ ᗇෆ䛂公ዎ⣙ไ度調ᰝ᳨ウ㒊会」設⨨䚹 ᳨ウ中䚹

ⲡ加ᕷ
2012年5᭶䛂公ዎ⣙᮲例◊✲会設⨨」䚹ᕷ長の䝬䝙䝣䜵
䝇䝖䛷公ዎ⣙᮲例ไᐃ᫂グ䚹

ᕷ㆟会⟅ᘚ䛷䛂䛷䛝る㝈䜚᪩䛔᫬ᮇ」
（2012年6᭶）䚹

༓ⴥ┴ 㔝⏣ᕷ 2009年9᭶᮲例ไᐃ・4᭶施⾜䚹 2013年度ᇳ⾜中䚹

東ி㒔 ከᦶᕷ 2011年12᭶᮲例ไᐃ・2012年4᭶施⾜䚹 2013年度ᇳ⾜中䚹

国ศᑎᕷ 2012年6᭶䛂公共調達᮲例」成❧䚹 2013年度ᇳ⾜中䚹

小金஭ᕷ
2010年5᭶䛂➨3ḟ⾜財政ᨵ㠉大⥘」に䛂公ዎ⣙᮲例」
2012年度実施᫂グ䚹

2012年12᭶に䛂ᕷෆ事業者䜰䞁䜿䞊
䝖」実施䚹2013年3᭶公⾲䚹

῰㇂༊ 2012年6᭶䛂公ዎ⣙᮲例」成❧䚹

Ụᡞᕝ༊ 2010年4᭶䛂公共調達基本᮲例」成❧䚹

ୡ⏣㇂༊ 2011年9᭶外㒊ጤဨによる䛂公ዎ⣙᳨ウ会」設⨨䚹
2013年2᭶䛂中間ሗ࿌」䚹年度ෆ᮲例
化の方向䚹

㊊❧༊ 2013年2᭶䛂公ዎ⣙᮲例の᳨ウ⤖ᯝ」༊㆟会にሗ࿌䚹 2014年4᭶施⾜め䛦䛩䚹

⚄ዉᕝ┴ ⚄ዉᕝ┴ ᗇෆに䛂公ዎ⣙◊✲会」設⨨䚹
2013年度外㒊ጤဨによる䛂᮲例᳨ウ
会」設⨨の方向䚹

ᕝᓮᕷ 2010年12᭶䛂公ዎ⣙᮲例」成❧䚹 2013年度ᇳ⾜中䚹

┦模ཎᕷ 2011年12᭶䛂公ዎ⣙᮲例」成❧䚹 2013年度ᇳ⾜中䚹

ཌᮌᕷ 2012年12᭶䛂公ዎ⣙᮲例」成❧䚹 2013年4᭶から䝇䝍䞊䝖䚹

長㔝┴ 長㔝┴
┴㆟会䛂入ᮐไ度◊✲会」䚸ᗇෆ䛂公ዎ⣙◊✲会」設
⨨䚹2011年10᭶䛂ᗇෆ◊✲会」䛜中間ሗ࿌

2013年3᭶に䛂䛄長㔝┴䛜⾜䛖ዎ⣙䛅
に㛵䛩る基本ⓗな⪃䛘方」の᳨ウ᱌
♧䛥䜜る䚹

▼ᕝ┴ 小ᯇᕷ
2013年3᭶ᕷ長㑅ᣲ䛷ᙜ㑅した࿴⏣ៅྖẶと㐃ྜ▼ᕝ
と䛷䛂公ዎ⣙᮲例」ไᐃに䛴䛔䛶政策༠ᐃ䚹

ឡ▱┴ ឡ▱┴
2012年11᭶ᗇෆ䛂公ዎ⣙の䛒䜚方◊✲䝏䞊䝮」䛜中間
ሗ࿌䚹

2013年6᭶に外㒊ጤဨによる䛂᮲例
᳨ウ会」設⨨の方向䚹

ර庫┴ ᑽᓮᕷ
2008年12᭶ᕷ㆟᭷ᚿによる䛂公ዎ⣙᮲例」ᕷ㆟会ᥦ
᱌䚹2009年5᭶ጤဨ会ྰỴ䚹

2012年12᭶1日䛂ᑽᓮᕷ公ዎ⣙᮲例
のไᐃをめ䛦䛩会」Ⓨ㊊䚹

加すᕷ
2012年すᮧᕷ長䛜ㄌ生䚹䝬䝙䝣䜵䝇䝖に䛂入ᮐᨵ㠉・公
ዎ⣙᮲例᳨ウጤဨ会設⨨」᫂グ䚹⌧ẁ㝵䛷䛿入ᮐᨵ
㠉の䜏䚹

2012年5᭶䛂加すᕷを㇏かに䛩る公
ዎ⣙᮲例䛵䛟䜚㐃⤡会㆟」⤖成䚹⨫
ྡ㐠ືを展開䚹

㧗▱┴ 㧗▱ᕷ 2011年12᭶䛂公共調達基本᮲例」成❧䚹

⚟ᒸ┴ ໭஑ᕞᕷ 2012年8᭶ᗇෆに䛂公ዎ⣙᮲例に㛵䛩る◊✲会」設⨨䚹

┤方ᕷ 外㒊ጤဨによる䛂公ዎ⣙᳨ウ会」設⨨䚹

⾲１　䛂公ዎ⣙᮲例」全国のື向
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２０１3年4᭶1日⌧ᅾ

（１）᮲例の対㇟ 建設ᕤ事

㔝⏣ᕷ 5000୓円௨ୖ

１．予ᐃ౯᱁1000୓円௨ୖのḟにᥖ䛢るዎ⣙
䐟ᕷの施設の設ഛཪ䛿ᶵჾの㐠㌿ཪ䛿⟶⌮に㛵䛩るዎ⣙
䐠ᕷの施設の設ഛཪ䛿ᶵჾの保ᏲⅬ᳨に㛵䛩るዎ⣙
䐡ᕷの施設のΎᤲに㛵䛩るዎ⣙
䐢ᕷの施設の㟁ヰ交᥮䚸ཷ付ཬ䜃᱌ෆに㛵䛩るዎ⣙
䐣ᕷの施設の㆙ഛཬ䜃㥔㌴ሙのᩚ⌮に㛵䛩るዎ⣙
䐤㔝⏣ᕷ文化会㤋の⯙ྎの設ഛཪ䛿ᶵჾの㐠㌿に㛵䛩るዎ⣙
䐥୙⇞≀のฎ⌮施設の設ഛཬ䜃ᶵჾの㐠㌿その他の⟶⌮に㛵䛩るዎ⣙
䐦学ᰯ⤥㣗の調⌮ཬ䜃㐠ᦙに㛵䛩るዎ⣙
２．ᕷ長䛜㐺正な㈤金等の水‽を☜保䛩るために特にᚲ要䛜䛒るとㄆめるḟのዎ⣙
䐟保೺䝉䞁䝍䞊䚸㛵ᐟ保೺䝉䞁䝍䞊ཬ䜃㔝⏣ᕷ急⑓䝉䞁䝍䞊のΎᤲに㛵䛩るዎ⣙

ᕝᓮᕷ 6億円௨ୖ

①庁舎等の警備業務の委託に係る契約
②建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２
第１項各号に掲げる事業に係る業務の委託に係る契約
③道路その他市長が定める施設の清掃の委託に係る契約
④昇降機、浄化槽その他市長が定める設備の保守点検その他の維持管理の委託に係る契約
⑤電子計算機を使用して行われる情報の入力等の作業を主とする業務の委託に係る契約

┦模ཎᕷ 3億円௨ୖ
庁舎その他の建物及びその付帯施設の警備業務、清掃業務、設備運転監視業務又は案内業務の
委託に関する契約（警備等業務をその一部に含む業務の委託に関する契約を含む）

ከᦶᕷ 5000୓円௨ୖ

䐟施設ཪ䛿公ᅬの⟶⌮業ົ（ᕷᙺᡤ本ᗇ⯋等総ྜ⟶⌮業ົጤク 等）
䐠施設・ୗ水㐨⟶Ὼ等Ύᤲ業ົ（公共ୗ水㐨⟶Ὼ調ᰝΎᤲ業ົጤク 等）
䐡⾤㊰ᶞ等の⥔ᣢ⟶⌮業ົ（小中学ᰯ他ᶞᮌ⟶⌮業ົጤク 等）
䐢ྍ⇞≀等の収㞟㐠ᦙ業ົ（ྍ⇞≀等収㞟㐠ᦙ業ົጤク 等）
䐣㏦㏄䝞䝇の㐠⾜業ົ（⛣ື教ᐊཬ䜃ྜྠ実㋃㏦㏄用䝞䝇借ୖ 等）
䐤Ꮚ育䛶支援に㛵䛩る業ົ（学❺䜽䝷䝤㐠Ⴀ業ົጤク 等）
䐥㧗㱋者支援に㛵䛩る業ົ（䛔䛝䛜䛔䝕䜲䝃䞊䝡䝇事業業ົጤク 等）
䐦障䛜䛔者支援に㛵䛩る業ົ（地域活ື支援䝉䞁䝍䞊事業業ົጤク 等施設ཪ䛿
公ᅬの⟶⌮業ົ

῰㇂༊ 1億円௨ୖ

国ศᑎᕷ 9000୓円௨ୖ

䐟施設の設ഛⱝし䛟䛿ᶵჾの㐠㌿ཪ䛿そ䜜らの⟶⌮に㛵䛩るዎ⣙
䐠施設のΎᤲに㛵䛩るዎ⣙
䐡資※≀等の収㞟ཬ䜃㐠ᦙに㛵䛩るዎ⣙

ཌᮌᕷ 1億円௨ୖ

䐟ᗇ⯋その他の建≀（そのᩜ地を含䜐䚹）に䛚けるΎᤲ䚸㆙ഛ䚸㥔㌴ሙ⟶⌮䚸ཷ付䚸᱌ෆཪ
䛿㟁ヰ交᥮に㛵䛩る䜒の
䐠㐨㊰䚸公ᅬその他の施設のΎᤲに㛵䛩るዎ⣙
䐡⤥㣗の調⌮に㛵䛩るዎ⣙

（２）ሗ㓘ୗ㝈額 建設ᕤ事

㔝⏣ᕷ 公共ᕤ事設計ປົ༢౯85䠂

ᕝᓮᕷ 公共ᕤ事設計ປົ༢౯90䠂

┦模ཎᕷ 公共ᕤ事設計ປົ༢౯90䠂

ከᦶᕷ 公共ᕤ事設計ປົ༢౯90䠂

῰㇂༊ 公共ᕤ事設計ປົ༢౯90䠂

国ศᑎᕷ ୙᫂

ཌᮌᕷ 公共ᕤ事設計ປົ༢౯90䠂

　ྛᕷの公ዎ⣙᮲例に㛵䛩る䛂ᡭᘬ」等をඖに຾ᓥ⾜正స成

ጤク業ົ

１．ᕷ長䛜公ዎ⣙の✀㢮䛤とにᐃめる㈤金等の᭱ప額
䛂施設の設ഛཪ䛿ᶵჾの㐠㌿ཪ䛿⟶⌮に㛵䛩るዎ⣙（1490円）」䚸䛂施設の設ഛཪ䛿ᶵჾの保ᏲⅬ
᳨に㛵䛩るዎ⣙（1490円）」䚸䛂施設のΎᤲに㛵䛩るዎ⣙ཬ䜃保೺䝉䞁䝍䞊䚸㛵ᐟ保೺䝉䞁䝍䞊　ཬ
䜃㔝⏣ᕷ急⑓䝉䞁䝍䞊のΎᤲに㛵䛩るዎ⣙（829円）」䚸䛂施設の㟁ヰ交᥮䚸ཷ付ཬ䜃᱌ෆに㛵䛩る
ዎ⣙（1000円）」䚸
䛂施設の㆙ഛཬ䜃㥔㌴ሙのᩚ⌮に㛵䛩るዎ⣙（1000円）」䚸䛂㔝⏣ᕷ文化会㤋の⯙ྎの設ഛཪ䛿ᶵ
ჾの㐠㌿に㛵䛩るዎ⣙（1000円）」
２．ᕷ長䛜㐺用ປാ者の⫋✀䛤とにᐃめる㈤金等の᭱ప額
事ົဨ補ຓ（830円）䚸䝥䝷䞁䝖保安要ဨ・中ኸ᧯సဨ・㔜ᶵ䜸䝨䝺䞊䝍䞊（1490円）䚸計㔞業ົဨ
（830円）䚸䝥䝷䝑䝖䝣䜷䞊䝮స業ဨ（1090円）䚸ᡭ㑅ูస業ဨ（848円）䚸ᡭ㑅ูస業ဨ（障䛜䛔者等）
（༓ⴥ┴᭱㈤）䚸Ύᤲస業ဨ・㝖ⲡస業ဨ（829円）䚸⤥㣗調⌮ဨ・⤥㣗配⮃ဨ（829円）䚸⤥㣗配㏦ဨ
（935円）䚸⤥㣗設ഛ⟶⌮ဨ（1490円）
䠆㔝⏣ᕷ䛂㔝⏣ᕷ公ዎ⣙᮲例に規ᐃ䛩るᕷ長䛜ᐃめる㈤金等の᭱ప額」よ䜚స成

ጤク業ົ䛿᮲例対㇟外

୙᫂

生活保ㆤ基‽2013年882円

生活保ㆤ基‽2011年893円䊻2012年899円䊻2013年907円

生活保ㆤ基‽2012年885円䊻2013年885円

生活保ㆤ基‽2012年903円䊻2013年903円

䛔䛪
䜜䜒
1000
୓円
௨ୖ

ጤク業ົ（対㇟⫋✀）

⾲２　2013（ᖹ成25）年度公ዎ⣙᮲例のሗ㓘ୗ㝈額等

ጤク業ົ䛿᮲例対㇟外

䛔䛪
䜜䜒
1000
୓円
௨ୖ

18　自治研かながわ月報 2013 年 4 月号（No.140）
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� ᭶ 1 ᪥２ࡽ࠿ᕷ２⏫の㆟఍࡛᪋⾜ 

 
2013 年 4 月 1 日から、⸨ἑᕷ議会・ᑠ

⏣ཎᕷ議会・二ᐑ⏫議会・⟽᰿⏫議会（௨

ୗ、議会ྡはᕷ・⏫ࡈと᮲例の議決日㡰に

⾲グ。）の 2 ᕷ 2 ⏫の議会において議会基

本᮲例が᪋行される。 
඲国では、2011 年 12 月ᮎ⌧ᅾで 260 の

自἞య議会が議会基本᮲例を制定している

が（ 「ͤ自἞య議会ᨵ㠉࢛ࣇー࣒ࣛ」ㄪᰝ）、

┴内ᕷ⏫では 2012 年度ᮎ⌧ᅾ、11 のᕷ・

⏫議会で議会基本᮲例が制定・᪋行済みで、

これにより┴内ᕷ⏫議会（32）の⣙༙数と

なる 15 のᕷ⏫議会が議会基本᮲例を制定、

という≧ἣになった（22 㡫ཧ⪃資ᩱ）。 
ࠗ自἞◊かながわ月ሗ࠘では、2011 年 4

月ྕで、┴内一般ᕷで 2 例目となるⱴヶᓮ

ᕷ議会基本᮲例の制定を⤂௓したが、その

後も┴内ᕷ⏫議会における議会基本᮲例の

᳨ウ・制定が続いている。 
そこで本ྕでは、上グ 4 議会に加えて

2011㹼12 年度の 2 年間に議会基本᮲例を

制定した、⛙野ᕷ・ឡ川⏫・┿㭯⏫の 1 ᕷ

2 ⏫をྵめ 7 つのᕷ⏫の議会基本᮲例をྲྀ

り上げ、そのᴫせと≉ᚩを⤂௓する。 
 

ᮾ᪥ᮏ኱㟈⅏後のഴྥ 

 

 2011 年 3 月 11 日のᮾ日本大㟈⅏௨㝆、

⅏ᐖ時における議会・議員のᙺ๭をၥい┤

す議論がᕳき起こったᙳ㡪からか、㜵⅏・

⅏ᐖのほⅬから議会のᙺ๭を規定する᮲例

がⓏሙした。 

この間に制定された議会基本᮲例で、⅏

ᐖ時の議会・議員のᙺ๭を明ᩥ化したのは、

┿㭯⏫と二ᐑ⏫である。 

 ┿㭯⏫議会基本᮲例には、❶として、「議

会㜵⅏ά動」（第６❶）がある。議会が「⅏

ᐖから⏫民の生࿨、㌟య、ཬび財産をᏲる

ことを優先す࡭き事㡯として、⏫長その௚

㜵⅏に㛵する組⧊と連ᦠして、㜵⅏ά動に

ྲྀり組ࡴ」（第 14 ᮲）ことを規定し、㜵⅏

ά動を優先事㡯に掲げている。また、「⏫長

が定める㜵⅏計⏬」と連ᦠした「議会㜵⅏

༴機⟶⌮せ⥘」を定めることも盛り込まれ

る（第 14 ᮲第２㡯）。 

二ᐑ⏫議会基本᮲例では、「第６❶議会の

య制ᩚഛ」の中に「༴機⟶⌮」を盛り込ん

でいる。議会のᙺ๭について、「⅏ᐖ時の୙

 の事ែから⏫民➼の生࿨・㌟యཬび財産

ཪは生άの平✜をᏲる」「緊急時における総

合的かつ機⬟的なά動がᅗれるよう、⏫長

➼と༠力し、議会の༴機⟶⌮య制をᩚえる」

（第 24 ᮲）などと規定した。ేせて「二

ᐑ⏫議会の⅏ᐖ時における行動計⏬に㛵す

るせ⥘」を定め、⅏ᐖ対応における議会と

議員のᙺ๭ࡸ行動指針を明ᩥ化している。 

 

 
िຜ઄ඬの約༴జОࠎݓࡀၬ条例Ѥయ෨ 

㸫2011㹼12 年度ࡿࡅ࠾࡟県ෆᕷ⏫のไᐃ≧ἣ㸫 

 
⦅㞟㒊
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ᇶᮏᵓ᝿ࡸᇶᮏ（⥲ྜ）ィ⏬のᢅ࠸ 

 

 2011 年 5 月のᆅ方自἞ἲᨵ正にకい、ᕷ

⏫ᮧの基本ᵓ᝿策定⩏ົが᧔ᗫされた。基

本ᵓ᝿は議会の議決対㇟となっていたが、

ᨵ正後は基本ᵓ᝿策定のྲྀᢅいもྵめて、

ྛ自἞యのุ᩿にጤねられたため、これら

を議会基本᮲例により議決対㇟とする自἞

యも出てきた。 

 議会基本᮲例で、基本ᵓ᝿ཬび基本（総

合）計⏬を議会の議決事௳に規定したのは、

ឡ川⏫・┿㭯⏫・二ᐑ⏫の３⏫で、⟽᰿⏫

は総合計⏬を議決事௳としている。 

 

ᕷẸ（⏫Ẹ）࡜の㛵ಀ 

 

 議会ᨵ㠉のྲྀり組みにあたっては、たと

えば「議員間ウ議」「ᕷ民のཧ加」「公㛤・

ㄝ明㈐任」のような㡯目が╔║Ⅼとして挙

げられるが、ここではᕷ民自἞のほⅬから

ᕷ民との対ヰを㔜どし、≉にᕷ民と議会と

の㛵ಀを規定した᮲ᩥを中ᚰにྲྀり上げて

おく（資ᩱཧ↷）。 
議会基本᮲例を制定済みの┴内ᕷ⏫議会

では、᮲例に基࡙きᕷ民向けのሗ࿌会ࡸᕷ

民とのព見஺᥮会を行った事例もいくつか

出てきている。 
新たに制定された᮲例で、ᕷ（⏫）民と

のព見஺᥮会の㛤ദを盛り込んだのは、⸨

ἑᕷ・ឡ川⏫・┿㭯⏫・二ᐑ⏫・⟽᰿⏫の

1 ᕷ 4 ⏫、議会ሗ࿌会の㛤ദを盛り込んだ

のは、⸨ἑᕷ・ᑠ⏣ཎᕷ・┿㭯⏫・二ᐑ⏫

の 2 ᕷ 2 ⏫である。┿㭯⏫では議会ሗ࿌会

のᅇ数を「年１ᅇ௨上」と規定し、議会ሗ

࿌会のᐇ᪋せ⥘をูに定めることとした。 
議会基本᮲例において、ᕷ民（⏫民）と

の┤᥋対ヰの機会を設定することについて

は、ᚎࠎに定╔してきたようである。 
ㄳ㢪・㝞᝟のᢅいを政策ᥦ案のᢅいとし

た上で、ᑂ議にあたってᥦ出者のព見を⫈

くことができる内ᐜを盛り込んだのは、ឡ

川⏫・二ᐑ⏫で、⸨ἑᕷはᥦ案者のព見⫈

ྲྀの機会設置を⩏ົ௜けた。 
公⫈会ࡸཧ⪃人制度のά用に言ཬしてい

るのは、⛙野ᕷ・⸨ἑᕷ・⟽᰿⏫である。 
 

᮲౛のࡳ࠿࡞の≉ᚩ 

 

上グのほか、ྛ᮲例の内ᐜには次のよう

な≉ᚩも見られる。௨ୗ、ᕷ民との㛵ಀを

㍈に議会ูの主な≉ᚩⅬを挙げていく。 
 

ձ⛙㔝ᕷ㆟఍ᇶᮏ᮲౛ 

2011 年 7 月 1 日᪋行。前ᩥ㸩9 ❶、22
᮲のᵓ成。 

඲国的に見ても⏬期的とホされる「㛤か

れた議会となるよう次に掲げる⎔ቃᩚഛに

ດめる」とした᮲ᩥがある（第 � ᮲）。その

中㌟は、「⏨ዪが➼しく議会にཧ⏬し、政策

➼をᥦ案する機会を確ಖすることができる

⎔ቃ」と、「ᛶู、年㱋、⫋業、ᛮ᝿ಙ᮲、

㞀ᐖの᭷↓にかかわらࡎ、ᕷ民が議会に議

員としてά動することができる機会をᚓる

ことができる⎔ቃ」であり、議会への⏨ዪ

平➼ཧ⏬と議員となる機会のࣂリアࣇリー

化が掲げられている 

また、議会ᅗ᭩ᐊをᕷ民に㛤ᨺすること

議会への㝃ᒓ機㛵・ㄪᰝ機㛵・᳨ウ会、ࡸ

➼の設置を盛り込ࡴなど、⊂自ᛶが強い。 

（ͤ2012 年の自἞ἲᨵ正で「政ົㄪᰝ費」

が「政ົά動費」にᨵめられたことをཷけ、

2013 年 3 月 28 日に一部ᨵ正された。） 

 

ղ⸨ἑᕷ㆟఍ᇶᮏ᮲౛ 

 2013 年 4 月 1 日᪋行。前ᩥ㸩9 ❶、23
᮲のᵓ成。 

ᗈሗᗈ⫈機⬟の充ᐇをᅗるため、議員で

ᵓ成するᗈሗᗈ⫈ጤ員会を設置する（第 9

20　自治研かながわ月報 2013 年 4 月号（No.140）
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᮲の２）とした。 

議会㐠営に㛵して、議長・๪議長を立ೃ

補制とし、立ೃ補する議員が選挙に先立っ

てᡤಙ⾲明を行うこと（第 6 ᮲第 4 㡯）が

盛り込まれている。 
 

ճᑠ⏣ཎᕷ㆟఍ᇶᮏ᮲౛ 

 2013 年 4 月 1 日᪋行。前ᩥ㸩7 ❶、14
᮲のᵓ成。 

「ᕷ民のព見を議会のᑂ議ࡸ政策立案に

生かすため」ᗈሗ機⬟の充ᐇをᅗる（第 7
᮲）としているが、その㝿、ᗈくᕷ民ព識

をᢕᥱするためとしてアンࢣーࢺㄪᰝをᚲ

せに応ࡌᐇ᪋すること（ྠ᮲第 2 ྕ）が盛

り込まれている。 

 本会議での⾲決におけるྛ議員の㈶ྰに

ついて、↓グྡ投⚊のものを㝖き公⾲する

（第 8 ᮲の 2）ことを規定した。 
 

մឡ川⏫㆟఍ᇶᮏ᮲౛ 

2011 年 7 月 1 日᪋行。前ᩥ㸩7 ❶、20
᮲のᵓ成。 

ㄳ㢪・㝞᝟のᑂ議にあたって、ᚲせに応

てᑓ㛛ᐙのព見も⫈くことができるとしࡌ

た（第 9 ᮲）。 
総合計⏬の策定ࡸኚ᭦について、≉ูጤ

員会を設置してㄪᰝ、ᑂ議することを明グ

している（第 13 ᮲）。 
 

յ┿㭯⏫㆟఍ᇶᮏ᮲౛ 

 2012 年 7 月 1 日᪋行。前ᩥ㸩9 ❶、23
᮲のᵓ成。 

議員の議案に対する㈶ྰの⤖ᯝを公⾲

（第 5 ᮲）することを規定した。 
議決対㇟となる事㡯に「⏫民の生άに㔜

大なᙳ㡪をཬࡰすことが予᝿される計⏬を

定めること」ࡸ自἞ἲが定める出資ἲ人へ

の出資➼なども盛り込んでいる（第 12 ᮲）。 
 

ն஧ᐑ⏫㆟఍ᇶᮏ᮲౛ 
 2013 年 4 月 1 日᪋行。前ᩥ㸩7 ❶、27
᮲のᵓ成。 

議会がᥦ案する᮲例ࡸ政策ᥦ案について

も⏫民のព見を求めることができる（第 16
᮲）ことを盛り込んでいる。 

議決対㇟事㡯には、「⏫政のྛ分野におけ

る政策ཬび᪋策の基本的な方向ᛶを定める

長期にわたる計⏬ཪは指針」のうち、「≉に

㔜せなものの策定またはኚ᭦」をྵめた。 
᮲例の㐠用にあたって、「議会基本᮲例᥎

進ጤ員会」を設置する（第 27 ᮲）ことと

している。 
 
շ⟽᰿⏫㆟఍ᇶᮏ᮲౛ 

2013 年 4 月 1 日᪋行。前ᩥ㸩10 ❶、22
᮲のᵓ成。 

㒔ᕷ計⏬マスࢱーࣛࣉンࡸほග᣺⯆計⏬、

景ほ計⏬についても議決対㇟とした（第 9
᮲）。 
 

௒後ࠕࡣ㐠⏝≧ἣࠖࡶ࡟ὀ┠ 

 

 議会基本᮲例制定に向けたྲྀり組みとし

ては、ᶓ὾ᕷ会と相模ཎᕷ議会がそれࡒれ

公ᘧの᳨ウጤ員会を設置して‽ഛを進めて

おり、┴内では 2013 年度中に、議会基本

᮲例制定済みの議会が༙数を㉸える見込み

である。 

また、先行して᮲例制定した議会の中に

は、、にうよの会議⏫ᒣⴥࡸ会議⏫ཎἙ‮

すでに᮲例ᨵ正にもྲྀり組んだ例が出てき

ており、௒ᅇ⤂௓した᮲例もす࡭て見┤し

ᡭ続きに㛵する規定が盛り込まれている。 

┴内の議会基本᮲例については、制定≧

ἣだけでなく、㐠用≧ἣもὀどす࡭き時期

へと✺ධしたようだ。 
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9
❶

᭱
㧗

規
⠊

性
ཬ

䜃
ぢ

┤
し

ᡭ
⥆

前
文

䚸
➨

1
❶

総
๎

䚸
➨

2
❶

㆟
会

ཬ
䜃

㆟
ဨ

の
活

ື
ཎ

๎
䚸

➨
3
❶

㆟
会

㐠
Ⴀ

䚸
➨

4
❶

ᕷ
民

と
㆟

会
と

の
㛵

ಀ
䚸

➨
5
❶

ᕷ
長

等
と

㆟
会

と
の

㛵
ಀ

䚸
➨

6
❶

ᑓ
㛛

ⓗ
▱

ぢ
の

活
用

ཬ
䜃

㆟
会

事
ົ

ᒁ
の

体
ไ

ᩚ
ഛ

䚸
➨

7
❶

補
๎

ᕷ
（
⏫

）
民

と
の

㛵
ಀ

を
規

ᐃ
し

た
᮲

文

(ᕷ
民

と
㆟

会
と

の
㛵

ಀ
)

➨
8
᮲

　
㆟

会
䛿

䚸
➨

3
᮲

に
規

ᐃ
䛩

る
活

ື
ཎ

๎
に

基
䛵

䛝
䚸

開
か

䜜
た

㆟
会

と
な

る
よ

䛖
ḟ

に
ᥖ

䛢
る

⎔
ቃ

の
ᩚ

ഛ
に

ດ
め

る
䜒

の
と

䛩
る

䚹
(1

)　
⏨

ዪ
䛜

等
し

䛟
㆟

会
に

ཧ
⏬

し
䚸

政
策

等
を

ᥦ
᱌

䛩
る

ᶵ
会

を
☜

保
䛩

る
こ

と
䛜

䛷
䛝

る
⎔

ቃ
(2

)　
性

ู
䚸

年
㱋

䚸
⫋

業
䚸

ᛮ
᝿

ಙ
᮲

䚸
障

ᐖ
の

᭷
↓

に
か

か
䜟

ら
䛪

䚸
ᕷ

民
䛜

㆟
会

に
㆟

ဨ
と

し
䛶

活
ື

䛩
る

こ
と

䛜
䛷

䛝
る

ᶵ
会

を
ᚓ

る
こ

と
䛜

䛷
䛝

る
⎔

ቃ
(開

か
䜜

た
㆟

会
)

➨
9
᮲

　
㆟

会
䛿

䚸
開

か
䜜

た
㆟

会
㐠

Ⴀ
に

資
䛩

る
た

め
䚸

会
㆟

ཬ
䜃

ጤ
ဨ

会
を

ཎ
๎

と
し

䛶
公

開
と

䛩
る

䚹
2
　

㆟
会

䛿
䚸

ጤ
ဨ

会
に

䛚
䛔

䛶
䛿

（
䈜

）
䚸

公
⫈

会
ไ

度
ཬ

䜃
ཧ

⪃
人

ไ
度

を
༑

ศ
に

活
用

し
䛶

䚸
ᕷ

民
の

ᑓ
㛛

ⓗ
ཪ

䛿
政

策
ⓗ

㆑
ぢ

等
を

㆟
会

の
ウ

㆟
等

に
཯

ᫎ
䛥

䛫
る

よ
䛖

ດ
め

る
䜒

の
と

䛩
る

䚹
(資

ᩱ
の

公
開

)
➨

1
0
᮲

　
㆟

会
䛿

䚸
㆟

会
活

ື
に

㛵
䛩

る
資

ᩱ
を

ཎ
๎

と
し

䛶
公

開
䛩

る
䚹

2
　

㆟
会

䛿
䚸

㆟
ဨ

の
調

ᰝ
活

ື
等

に
支

障
を

ཬ
䜌

䛥
な

䛔
㝈

䜚
䚸

㆟
会

ᅗ
᭩

ᐊ
を

ᕷ
民

に
開

ᨺ
䛩

る
䚹

（
ᕷ

民
の

㆟
会

へ
の

ཧ
⏬

）
➨

䠔
᮲

　
㆟

会
䛿

䠈
ㄳ

㢪
ཬ

䜃
㝞

᝟
を

ᕷ
民

に
よ

る
政

策
ᥦ

᱌
と

఩
⨨

䛵
け

る
と

と
䜒

に
䠈

そ
の

ᑂ
㆟

に
䛚

䛔
䛶

䛿
䠈

こ
䜜

ら
の

ᥦ
᱌

者
の

ព
ぢ

を
⫈

䛟
ᶵ

会
を

設
け

な
け

䜜
䜀

な
ら

な
䛔

䚹
２

 ㆟
会

䛿
䠈

ጤ
ဨ

会
等

に
䛚

䛔
䛶

䠈
ཧ

⪃
人

ไ
度

ཬ
䜃

公
⫈

会
ไ

度
を

活
用

し
䛶

䠈
ᕷ

民
の

ᑓ
㛛

ⓗ
ཪ

䛿
政

策
ⓗ

㆑
ぢ

等
を

㆟
会

の
ウ

㆟
に

཯
ᫎ

䛥
䛫

る
よ

䛖
ດ

め
る

䜒
の

と
䛩

る
䚹

（
ᗈ

ሗ
ᗈ

⫈
ᶵ

⬟
の

඘
実

）
➨

９
᮲

　
㆟

会
䛿

䠈
ᕷ

民
に

対
し

㆟
会

活
ື

に
㛵

䛩
る

᝟
ሗ

を
✚

ᴟ
ⓗ

に
公

⾲
し

䠈
㆟

会
に

対
䛩

る
ᕷ

民
の

ព
ᛮ

の
ᢕ

ᥱ
ཬ

䜃
ព

ぢ
を

交
᥮

䛩
る

ሙ
と

し
䛶

㆟
会

ሗ
࿌

会
を

開
ദ

䛩
る

䜒
の

と
䛩

る
䚹

２
 ㆟

会
䛿

䠈
ᗈ

ሗ
ᗈ

⫈
ᶵ

⬟
の

඘
実

を
ᅗ

る
た

め
䠈

㆟
ဨ

䛷
ᵓ

成
䛩

る
ᗈ

ሗ
ᗈ

⫈
ጤ

ဨ
会

を
設

⨨
䛩

る
䚹

（
᝟

ሗ
の

公
開

）
➨

１
０

᮲
　

㆟
会

䛿
䠈

㆟
会

の
ᙺ

๭
䠈

㈐
௵

を
᫂

ら
か

に
䛩

る
た

め
䠈

⸨
ἑ

ᕷ
᝟

ሗ
公

開
᮲

例
（
ᖹ

成
１

３
年

⸨
ἑ

ᕷ
᮲

例
➨

３
ྕ

）
と

の
ᩚ

ྜ
を

ᅗ
䜚

䛴
䛴

䠈
保

᭷
䛩

る
㆟

会
活

ື
に

㛵
䛩

る
᝟

ሗ
公

開
を

ᅗ
る

䜒
の

と
䛩

る
䚹

（
ᗈ

ሗ
ᗈ

⫈
の

඘
実

）
➨

７
᮲

 ㆟
会

䛿
䚸

ᕷ
民

の
ព

ぢ
を

㆟
会

の
ᑂ

㆟
䜔

政
策

❧
᱌

に
生

か
䛩

た
め

䚸
ḟ

に
ᥖ

䛢
る

䜒
の

の
䜋

か
䚸

ከ
ᵝ

な
ᗈ

ሗ
ᗈ

⫈
፹

体
を

活
用

し
䚸

ᗈ
ሗ

ᗈ
⫈

の
඘

実
を

ᅗ
る

䜒
の

と
䛩

る
䚹

(1
) 
ᕷ

民
に

対
䛩

る
㆟

会
ሗ

࿌
会

を
ᚲ

要
に

ᛂ
䛨

䛶
開

ദ
䛩

る
こ

と
䚹

(2
) 
ᗈ

䛟
ᕷ

民
の

ព
㆑

を
ᢕ

ᥱ
䛩

る
た

め
に

䚸
ᕷ

民
に

対
䛩

る
䜰

䞁
䜿

䞊
䝖

調
ᰝ

を
ᚲ

要
に

ᛂ
䛨

䛶
⾜

䛖
こ

と
䚹

（
᝟

ሗ
の

公
開

）
➨

䠔
᮲

 ㆟
会

に
䛚

け
る

会
㆟

（
㆟

ဨ
に

よ
䜚

ᵓ
成

䛥
䜜

る
全

䛶
の

会
㆟

を
䛔

䛖
䚹

）
ཬ

䜃
そ

の
会

㆟
の

資
ᩱ

䛿
䚸

ཎ
๎

と
し

䛶
公

開
䛩

る
䜒

の
と

䛩
る

䚹
２

 ㆟
会

の
ᐃ

例
会

ཬ
䜃

⮫
᫬

会
（
ḟ

᮲
に

䛚
䛔

䛶
䛂
本

会
㆟

」
と

䛔
䛖

䚹
）
の

⾲
Ỵ

に
䛚

け
る

ྛ
㆟

ဨ
の

㈶
ྰ

䛿
䚸

こ
䜜

を
公

⾲
䛩

る
䜒

の
と

䛩
る

䚹
た

䛰
し

䚸
↓

グ
ྡ

投
⚊

に
䛚

け
る

⾲
Ỵ

䛿
䚸

こ
の

㝈
䜚

䛷
䛿

な
䛔

䚹

ഛ
⪃

䈜
2
0
1
3
年

2
᭶

2
8
日

の
᮲

例
ᨵ

正
䛷

䚸
ୖ

グ
➨

9
᮲

➨
2
㡯

ୗ
⥺

㒊
ศ

䛿
๐

㝖
䚹

䈜
ྛ

㆟
会

の
䜴

䜵
䝤

䝃
䜲

䝖
等

を
䜒

と
に

⦅
㞟

㒊
に

䛶
స

成
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䛊
ཧ

⪃
資

ᩱ
䛋

2
0
1
0
年

度
䜎

䛷
に

㆟
会

基
本

᮲
例

を
ไ

ᐃ
し

た
┴

ෆ
の

䠔
ᕷ

⏫
の

㆟
会

䈜
（
）
ෆ

䛿
㆟

Ỵ
日

ᕝ
ᓮ

ᕷ
㆟

会
（
2
0
0
9
年

6
᭶

1
7
日

）

ᶓ
㡲

㈡
ᕷ

㆟
会

（
2
0
1
0
年

6
᭶

2
2
日

）

ⱴ
䞄

ᓮ
ᕷ

㆟
会

（
2
0
1
1
年

3
᭶

1
日

）

ⴥ
ᒣ

⏫
㆟

会
（
2
0
0
9
年

6
᭶

2
9
日

）

大
☾

⏫
㆟

会
（
2
0
0
9
年

7
᭶

2
4
日

）

大
஭

⏫
㆟

会
（
2
0
0
8
年

9
᭶

2
日

）

開
成

⏫
㆟

会
（
2
0
1
0
年

3
᭶

1
6
日

）

‮
Ἑ

ཎ
⏫

㆟
会

（
2
0
0
6
年

1
2
᭶

1
2
日

）

䚾
付

グ
䚿

⚄
ዉ

ᕝ
┴

㆟
会

（
2
0
0
8
年

1
2
᭶

1
8
日

）

神
奈
川
県
内
議
会
基
本
条
例
に
お
け
る
市（
町
）民
と
の
関
係
条
文（
20
11
年
〜
12
年
度
制
定
分
）



⚄
ዉ

ᕝ
┴

ෆ
㆟

会
基

本
᮲

例
に

䛚
け

る
ᕷ

（
⏫

）
民

と
の

㛵
ಀ

᮲
文

（
2
0
1
1
䡚

1
2
年

度
ไ

ᐃ
ศ

）

ឡ
ᕝ

⏫
㆟

会
基

本
᮲

例
┿

㭯
⏫

㆟
会

基
本

᮲
例

஧
ᐑ

⏫
㆟

会
基

本
᮲

例
⟽

᰿
⏫

㆟
会

基
本

᮲
例

㆟
Ỵ

日
2
0
1
1
年

6
᭶

1
4
日

2
0
1
2
年

3
᭶

5
日

2
0
1
3
年

2
᭶

2
6
日

2
0
1
3
年

3
᭶

1
4
日

施
⾜

日
2
0
1
1
年

7
᭶

1
日

2
0
1
2
年

7
᭶

1
日

2
0
1
3
年

4
᭶

1
日

2
0
1
3
年

4
᭶

1
日

ᵓ
成

2
0
᮲

2
3
᮲

2
7
᮲

2
2
᮲

❶
❧

䛶

前
文

䚸
➨

1
❶

総
๎

䚸
➨

2
❶

㆟
会

ཬ
䜃

㆟
ဨ

の
活

ື
ཎ

๎
䚸

➨
3
❶

⏫
民

ཧ
加

を
基

本
と

し
た

㆟
会

㐠
Ⴀ

䚸
➨

4
❶

⏫
長

等
と

㆟
会

の
㛵

ಀ
䚸

➨
5
❶

㆟
会

ཬ
䜃

㆟
会

事
ົ

ᒁ
の

体
ไ

ᩚ
ഛ

䚸
➨

6
❶

㆟
ဨ

の
㌟

ศ
䚸

ᚅ
㐝

ཬ
䜃

政
ົ

調
ᰝ

費
䚸

➨
7
❶

補
๎

前
文

䚸
➨

1
❶

総
๎

䚸
➨

2
❶

㆟
会

䛚
よ

䜃
㆟

ဨ
の

活
ື

ཎ
๎

䚸
➨

3
❶

⏫
民

と
㆟

会
の

㛵
ಀ

䚸
➨

4
❶

㆟
会

ཬ
䜃

㆟
ဨ

と
⏫

長
等

の
㛵

ಀ
䚸

➨
5
❶

⮬
⏤

ウ
㆟

に
よ

る
ྜ

ព
ᙧ

成
䚸

➨
6
❶

㆟
会

防
災

活
ື

䚸
➨

7
❶

㆟
会

⤌
⧊

の
඘

実
䚸

➨
8
❶

㆟
ဨ

ᐃ
ᩘ

䚸
㆟

ဨ
ሗ

㓘
ཬ

䜃
政

἞
೔

⌮
䚸

➨
9
❶

補
๎

前
文

䚸
➨

1
❶

総
๎

䚸
➨

2
❶

㆟
会

と
㆟

ဨ
の

活
ື

ཎ
๎

䚸
➨

3
❶

㆟
会

㐠
Ⴀ

䚸
➨

4
❶

⏫
民

と
㆟

会
と

の
㛵

ಀ
䚸

➨
5
❶

㆟
会

と
⏫

長
と

の
㛵

ಀ
䚸

➨
6
❶

㆟
会

の
体

ไ
ᩚ

ഛ
䚸

➨
7
❶

補
๎

前
文

䚸
➨

1
❶

総
๎

䚸
➨

2
❶

㆟
会

ཬ
䜃

㆟
ဨ

の
活

ື
ཎ

๎
䚸

➨
3
❶

⏫
民

と
㆟

会
の

㛵
ಀ

䚸
➨

4
❶

㆟
会

と
⾜

政
の

㛵
ಀ

䚸
➨

5
❶

⮬
⏤

ウ
㆟

の
ᣑ

大
䚸

➨
6
❶

ጤ
ဨ

会
の

活
ື

䚸
➨

7
❶

政
ົ

活
ື

費
䚸

➨
8
❶

㆟
会

ཬ
䜃

㆟
会

事
ົ

ᒁ
の

体
ไ

ᩚ
ഛ

䚸
➨

9
❶

㆟
ဨ

の
政

἞
೔

⌮
䚸

㌟
ศ

ཬ
䜃

ᚅ
㐝

䚸
➨

1
0
❶

᭱
㧗

規
⠊

性
と

ぢ
┤

し
ᡭ

⥆

ᕷ
（
⏫

）
民

と
の

㛵
ಀ

を
規

ᐃ
し

た
᮲

文

(᝟
ሗ

の
公

開
ཬ

䜃
ᥦ

౪
)

➨
8
᮲

　
㆟

会
䛿

䚸
⏫

民
ཧ

加
に

よ
る

開
か

䜜
た

㆟
会

を
実

⌧
䛩

る
た

め
䚸

㆟
会

᝟
ሗ

の
✚

ᴟ
ⓗ

な
公

開
ཬ

䜃
ᥦ

౪
に

ດ
め

な
け

䜜
䜀

な
ら

な
䛔

䚹
2
　

㆟
会

の
本

会
㆟

䚸
ጤ

ဨ
会

䛿
䚸

ཎ
๎

と
し

䛶
公

開
䛩

る
䜒

の
と

䛩
る

䚹
3
　

㆟
会

䛿
䚸

䜲
䞁

䝍
䞊

䝛
䝑

䝖
䚸

㆟
会

䛰
よ

䜚
等

ከ
ᵝ

な
ᗈ

ሗ
፹

体
を

活
用

し
䛶

䚸
㆟

会
᝟

ሗ
の

✚
ᴟ

ⓗ
な

ᥦ
౪

に
ດ

め
な

け
䜜

䜀
な

ら
な

䛔
䚹

(㆟
会

へ
の

⏫
民

ཧ
加

)
➨

9
᮲

　
㆟

会
䛿

䚸
ㄳ

㢪
ཬ

䜃
㝞

᝟
を

⏫
民

等
に

よ
る

政
策

ᥦ
᱌

と
し

䛶
఩

⨨
付

け
䚸

ᑂ
㆟

に
ᙜ

た
䛳

䛶
䛿

䚸
ᚲ

要
に

ᛂ
䛨

䛶
ᥦ

出
者

ཪ
䛿

ᑓ
㛛

ᐙ
の

ព
ぢ

を
⫈

䛟
こ

と
䛜

䛷
䛝

る
䚹

(ព
ぢ

交
᥮

会
)

➨
1
0
᮲

　
㆟

会
䛿
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県内市町の約半数が議会基本条例を制定　23
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 ᶓ὾≉ู自治ᕷ኱⥘ࠖ策ᐃの⫼ᬒࠕ

 
ᶓ὾ᕷは 3 月 27 日、「≉ู自἞ᕷ大⥘」

（௨ୗ、「大⥘」と⾲グ。）の策定を公⾲し

た。ᕷでは 2010 年 5 月に、ᶓ὾ᕷが目指

す新たな大㒔ᕷ制度の基本的ᯟ組みを示し

た「新たな大㒔ᕷ制度๰設の⪃え方」を策

定しているが、第 30 次ᆅ方制度ㄪᰝ会（௨

ୗ、「第 30 次ᆅ制ㄪ」と⾲グ。）で、2012
年 2 月から大㒔ᕷのあり方についての本᱁

的な議論がスࢱーࢺしたことをཷけ、「国➼

に制度๰設のせㄳ、ᥦ案を行う」とともに、

ᕷ民ࡸ┴内㛵ಀ機㛵➼との「ព見஺᥮に資

するため」として、ᕷ会との議論を㋃まえ

て大⥘の策定に⮳った。 
新たな大㒔ᕷ制度๰設をめࡊす動きにつ

いては、「大㜰㒔ᵓ᝿」をᡴち出した大㜰

府・ᕷによる国へのാきかけが先行し、

2012 年 8 月に「大㒔ᕷᆅᇦにおける≉ู

༊の設置に㛵するἲᚊ」（いわゆる「大㜰㒔」

ἲ）が成立している。ただしྠἲは、人ཱྀ

200 ୓人௨上の大㒔ᕷにおいてᕷをᗫṆし、

㒔とྠᵝの≉ู༊を設置するためのᡭ続き

を規定したもので、一ᒙ制をめࡊす「ᶓ὾

≉ู自἞ᕷ」とそのᯟ組みは大きく異なる。 
௚方、「大㜰㒔」ἲ案の立案ཬび国会ᑂ議

とྠ時୪行的に、新たな大㒔ᕷ制度につい

ての議論を進めてきた第 30 次ᆅ制ㄪでは、

2012 年 12 月に「大㒔ᕷ制度についてのᑓ

㛛ᑠጤ員会中間ሗ࿌」を公⾲した。そこで

は、「㒔㐨府┴から指定㒔ᕷへの事ົと⛯財

※の移ㆡによりᐇ㉁的に≉ูᕷ（௬⛠）へ

㏆࡙ける」と、二ᒙ制のᯟ組みにἢったᥦ

案が示され、ᶓ὾ᕷがめࡊすような新たな

大㒔ᕷ制度「≉ูᕷ（௬⛠）」の๰設への言

ཬはなく、「ᘬき続き᳨ウ」という方向ᛶを

示すにとどまっている。 
 

 ᶓ὾≉ู自治ᕷ኱⥘ࠖの概要ࠕ

 

 大⥘の内ᐜは、「第 1 これまでの経㐣と

ᶓ὾≉ู自἞ᕷ大⥘策定の㊃᪨」「第 2ࠗ ≉

ู自἞ᕷ制度 が࠘求められる⫼景・ᚲせᛶ」

「第 3 ᶓ὾ᕷが目指す≉ู自἞ᕷ制度」「第

4 ᶓ὾≉ู自἞ᕷ制度๰設に向けたࢭࣟࣉ

ス」の㸲つの柱でᵓ成されている。 
 「≉ู自἞ᕷ制度」の๰設がᚲせな⌮⏤

としてᕷがこれまで挙げてきたのは、┴と

ᕷの二㔜行政の課題ࡸ大㒔ᕷ≉例事ົに㛵

する⛯制上のᥐ置が୙༑分であることなど、

⌧行の指定㒔ᕷ制度がᢪえるၥ題Ⅼである。

➃的には「大㒔ᕷのᙺ๭、௙事㔞に見合っ

た権㝈と財※のḞዴ」というၥ題ᥦ起にた

どりつく。 
 そうした制度的課題とともに、ᑡᏊ㧗㱋

化の進行ࡸ日本の国㝿競争力のపୗなど、

大㒔ᕷをྲྀりᕳく⌧≧と課題を㋃まえて、

≉ู自἞ᕷ制度のᚲせᛶがッえられている。 

 
 ๽࿾હ઱઄ഩি̯Ѥੈ෨ྡ܅઄О̮ྡ܅

㸫௒後ࠊࡣ≉ู自治ᕷไ度の᪩ᮇ๰タࡓࡅྥ࡟ാ࡬ࡅ࠿ࡁ㸫 

 
⦅㞟㒊

24　自治研かながわ月報 2013 年 4 月号（No.140）
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ᶓ὾ᕷは「国の経済をけんᘬするᙺ๭を

ᯝたしていく㈐ົがあるが、⌧行の指定㒔

ᕷ制度では、大㒔ᕷがその⬟力を༑分に発

᥹できるような制度的఩置࡙けがされてい

ない」ことから、「ᕷ民のᬽらしをᨭえ、さ

らに経済をάᛶ化して行くためには、大㒔

ᕷ・ᶓ὾がᣢつ力をᏑ分に発᥹できる≉ู

自἞ᕷ制度がᚲせ」ということである。 
 
 ᶓ὾≉ู自治ᕷไ度ࠖの㦵Ꮚࠕ

 

では、「大㒔ᕷ・ᶓ὾のᣢつ力をᏑ分に発

᥹できる≉ู自἞ᕷ制度」は、どのような

しくみか。「第 3 ᶓ὾ᕷが目指す≉ู自἞

ᕷ制度」に、その㦵Ꮚとなる㸲つのせ⣲が

示されているので、௨ୗ、⡆₩にその中㌟

をྲྀり上げる。 
 

ձ⌧ᅾ県ࡀᶓ὾ᕷᇦ࡛ᐇ᪋ࡿࡍ事ົཬࡧᶓ

὾ᕷࡀᢸࡿ࠸࡚ࡗ事ົの඲࡚ࢆฎ理 

「≉ู自἞ᕷとしてのᶓ὾ᕷは、ཎ๎と

して⌧ᅾ┴がᶓ὾ᕷᇦにおいてᐇ᪋してい

る事ົཬびᶓ὾ᕷが担っている事ົの඲部

をฎ⌮する。」 

≉ู自἞ᕷがᕷᇦ内の行政ࢧーࣅスを一

ඖ的に担うことをᡴち出したもので、これ

により、「ຠ⋡的な行政」「積極的な政策ᒎ

㛤」ができるとする。 

また、┴からの権㝈移ㆡのみならࡎ、ᑗ

᮶的には、「┿に国が担わなければならない

事ົ」を㝖き、ࣟࣁー࣡ークࡸ┤㎄国㐨な

ど国が担っている事ົもྵめて「඲ての事

ົを≉ู自἞ᕷが担うことを目指す」こと

もど野にྵまれている。 

 

ղᕷᇦෆ地方⛯の඲࡚ࢆᚩ཰ 

「≉ู自἞ᕷとしてのᶓ὾ᕷは、ཎ๎と

して、┴がᶓ὾ᕷᇦにおいてᐇ᪋している

事ົཬびᶓ὾ᕷが担っている事ົの඲部を

ฎ⌮するため、ᕷᇦ内ᆅ方⛯（⌧行の┴⛯

のうちᶓ὾ᕷᇦ部分とᕷ⛯の඲て）を㈿課

ᚩ཰するものとする。」 

┴からの事ົ権㝈移ㆡの財※として、ᕷ

ᇦ内における┴⛯を≉ู自἞ᕷがᚩ཰する。

いわば「┴からの⊂立」の主ᙇであるが、

ここでは、ᚑ前から指᦬されるような政௧

指定㒔ᕷが┴から⊂立したሙ合のṧᏑᆅᇦ

へのᙳ㡪について、┴内ᕷ⏫ᮧの⛯財政に

㛵わるࢹーࢱを示し「ࠗ 大㒔ᕷだけが財政的

に✺出し、大㒔ᕷが府┴から⊂立すること

によりṧᏑᆅᇦの利┈がᦆなわれる࠘≧ែ

であるとは言えない。」とྰ定している。 

 

ճ県ཬࡧ㏆᥋ᕷ⏫ᮧ➼࡜のỈᖹⓗ࣭ᑐ➼࡞

㐃ᦠ༠ຊ㛵ಀࢆ⥔ᣢ࣭ᙉ໬ 

「≉ู自἞ᕷとしてのᶓ὾ᕷは、⚄ዉ川

┴ཬび㏆᥋ᕷ⏫ᮧ➼とのỈ平的・対➼な連

ᦠ༠力㛵ಀを⥔ᣢ・強化する。」 

≉ู自἞ᕷとなるᶓ὾ᕷが、「生άᅪ・経

済ᅪなど、そのᙳ㡪が強くཬࡪ࿘㎶ᆅᇦも

ྵめた㒔ᕷᅪ඲యを見ᤣえた経営を行う」

ことで「ᅪᇦの中ᯡ㒔ᕷとしてのᙺ๭をᯝ

たす」というリーࢲーシッࣉが示されたう

えで、「定ఫ自ᚊᅪの௙組みに‽ࡌた」㏆㞄

ᕷ⏫ᮧとの連ᦠ༠力㛵ಀの⥔ᣢ・強化がう

たわれている。 

 

մෆ㒊の自治ᵓ㐀ࠊࡣᕷ㸫༊の 2 ᒙᵓ㐀ࢆ

ᇶᮏࠊࡋ࡜⾜政༊ࢆ༢఩࡟ఫẸ自治ࢆไ度

ⓗ࡟ᙉ໬ 

「≉ู自἞ᕷとしてのᶓ὾ᕷの内部の自

἞ᵓ㐀は、ᕷ㸫༊の２ᒙᵓ㐀を基本とし、

⌧行の行政༊を༢఩にఫ民自἞を制度的に

強化する。」 

内部の自἞ᵓ㐀に㛵しては、「ア≉ู自἞

ᕷ内部の自἞ᵓ㐀」、「࢖༊におけるఫ民自

἞の強化」という二つのほⅬに分けて、ヲ

⣽なグ㏙がある。 

横浜市が「横浜特別自治市大綱」を策定　25
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まࡎ、「ア≉ู自἞ᕷ内部の自἞ᵓ㐀」で

は、「㒔ᕷ（ᕷᇦ）඲యで一య的なまち࡙く

りࡸᆅᇦ間のࣛࣂンスㄪᩚを行うことがで

き、行政㐠営のຠ⋡ᛶとఫ民自἞を୧立す

る、ἲ人᱁をᣢたない༊（行政༊）」とし、

≉ู༊の設置は目指さないことを明グした。 

 また、「࢖༊におけるఫ民自἞の強化」で、

「ఫ民自἞を制度的に強化するための௙組

みとして、公選の༊長を設置することはᚲ

㡲ではない。」として、公選༊長を置かない

一方で、「༊民の௦⾲が༊政を民主的に࢙ࢳ

ックする௙組みをᵓ⠏」するとしている。 

 さらに、「༊政におけるఫ民のཧ⏬機会の

௙組みを設置すること」「ᆅᇦのᵝࠎなᅋయ

ሙのࡴが連ᦠして課題ゎ決にྲྀり組ࠎ人ࡸ

ᣑ充など新たな௙組み作りを進めるᚲせ」

など、ఫ民のཧ⏬ࡸᆅᇦの自἞に㛵わる新

たな௙組み࡙くりについても言ཬがある。 

 

このほか、上グのような≉ู自἞ᕷ移行

に向けて、ᡭ続としては「議会の議決など

のఫ民のព見が཯ᫎできるような௙組みを

設ける」ことも明グされており、また、┴

内の௚ᕷ⏫ᮧఫ民が┴からཷけているࢧー

スに大きなኚ᭦がないよう㓄៖することࣅ

との༠議のሙを設置することなども┴、ࡸ

盛り込まれている。 

 

ไ度๰タࡓࡅྥ࡟௒後のྲྀ⤌ 

 

 ≉ู自἞ᕷ制度の๰設に向けては、「第 4
ᶓ὾≉ู自἞ᕷ制度๰設に向けたࢭࣟࣉ

ス」として、大きく㸲つのྲྀり組みがグさ

れる。 
まࡎ、「ձ┴との༠議による⌧行制度（指

定㒔ᕷ制度）における権㝈移ㆡ」では、⌧

行のᆅ方自἞制度ୗでも、「┴とᕷの二㔜行

政のᘢᐖがゎ消され、ᕷ民ࢧーࣅスの向上

につながる事ົ」について、「㐺正な財※と

事ົ㓄分の見┤しを基本に」┴と༠議を行

うとする。 
「ղ⌧行制度（指定㒔ᕷ制度）における

༊行政の強化」では、すでにᕷ内のྛ༊で

行っているᵝࠎなྲྀり組みをᆅᇦのᐇ᝟に

応ࡌて生かす௙組みを᳨ウしていくとする。 
「ճ┴内ᕷ⏫ᮧ➼との༠議によるྲྀ組」

では、┴内ᕷ⏫ᮧ➼とのᗈᇦ的な連ᦠがᚲ

せな行政分野について、Ỉ平的な連ᦠによ

って課題ゎ決にດめるとする。 
「մᶓ὾≉ู自἞ᕷ制度๰設に向けた௒

後の進め方」では、国➼へのᥦ案・せᮃを

行いつつ、ᕷ民ࡸ㛵ಀ機㛵・ᅋయ➼とのព

見஺᥮ࡸ┴との༠議を進めることに言ཬし

ている。 
なお、≉ู自἞ᕷ制度のヲ⣽᳨ウは、第

30 次ᆅ方制度ㄪᰝ会の⟅⏦を㋃まえて行

っていくとのことである。 
 

ᕷẸ࡬の  のᑐᛂ࡬㐨ᕞไㄽ㆟ࠊ35

 

 ᕷでは、᫖年度からᕷ民向けの࢛ࣇーࣛ

を㛤ദし、ᕷ民への࣒ 35 にも力をධれጞめ

た。௒後も、「ᶓ὾ᕷが目指す≉ู自἞ᕷ制

度の内ᐜ、ᚲせᛶ、࣓リッࢺなどをわかり

すくఏえていくྲྀ組をᐇ᪋」するようだࡸ

が、ᕷ民が࣓リッࢺをᐇឤし࡙らいࢸーマ

だけに、ᕷ民の⌮ゎを῝めるための 35 は⧞

り㏉し行うᕤኵが求められるだࢁう。 

 また、大⥘では௒後、国で㐨ᕞ制論議が

ά発化するྍ⬟ᛶにも言ཬし、㐨ᕞ制にお

ける≉ู自἞ᕷのあり方については、「国に

おける≧ἣ➼をὀどしながらᘬき続き᳨

ウ」としているが、すでに୚党࣡ー࢟ンࢢ

が㒔㐨府┴の再編をど野にධれた㐨࣒ーࢳ

ᕞ制基本ἲ案の国会ᥦ出を᳨ウしていると

のሗ㐨もある。㐨ᕞ制᳨ウのᙳ㡪はᚲ⮳で

あり、≉ู自἞ᕷ制度のၥ題はさらにΰ㏞

していきそうだ。 

26　自治研かながわ月報 2013 年 4 月号（No.140）
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 ⦌ッゴの経ࡿࡼ࡟自ື㌴࢐ࡍ࠸

 
⚄ዉ川┴が 2001年に⊂自に制定した「⮫

時≉例企業⛯᮲例」に基࡙き、いす࢐自動

㌴が 2003㹼04年に┴に⣡௜した 19൨円వ

の㏉㑏を求めたッゴの上࿌ᑂで、最㧗裁第

1 ᑠἲᘐは 2013 年 3 月 21 日、┴の⮫時≉

例企業⛯᮲例がᆅ方⛯ἲに㐪཯、↓ຠとす

るุ決をୗし、඲額㏉㑏を┴に࿨ࡌた。 
いす࢐自動㌴が┴の⮫時≉例企業⛯㏻▱

ฎ分ྲྀ消➼を求め、ᶓ὾ᆅ裁にッえをᥦ起

したのは 2005 年 10 月で、2008 年 3 月の

1 ᑂᶓ὾ᆅ裁ุ決では┴が敗ッ、2010 年 2
月の 2 ᑂᮾி㧗裁ุ決では、1 ᑂุ決をྲྀ

り消し、┴ഃの㏫㌿຾ッがᐉ࿌されていた

（これまでの経⦋はᩥᮎに掲㍕）。 
 

⮫᫬≉౛௻ᴗ⛯の概要 

 

 ┴が⊂自設置した「⮫時≉例企業⛯」は、

እᙧ標‽課⛯がㄆめられるまでの間の⮫時

≉例ᥐ置としてᑟධされた。資本金 5 ൨円

௨上の企業を対㇟に、ᆅ方⛯ἲが規定する

「ἲ人事業⛯」では当期利┈から㐣ཤ 5 年

の㉥Ꮠ分をḞᦆ金として⧞り㉺すことがㄆ

められている「⧞㉺᥍㝖Ḟᦆ金額」の相当

額に課⛯する、ἲ定እᬑ㏻⛯である（ࠗ 自἞

◊かながわ月ሗθ107 2࠘008 年 6 月ྕにヲ

⣽なゎㄝを掲㍕）。 

 
 つᐃࠖࡿࡍ཯࡟地方⛯ἲの㊃᪨ࠕ

 

裁ุでは、┴の⮫時≉例企業⛯᮲例がἲ

人事業⛯のḞᦆ金⧞㉺᥍㝖をㄆめたᆅ方⛯

ἲに㐪཯するかどうかが争Ⅼとなった。 

最㧗裁は、⮫時≉例企業⛯の規定が、ἲ

人の⛯負担をᆒ➼化して公平な課⛯を行う

というᆅ方⛯のἲ人事業⛯の規定の㊃᪨に

཯し、ຠᯝを㜼ᐖするとして、᮲例が㐪ἲ、

↓ຠとするุ᩿をୗした。 

ุ決では、「≉例企業⛯を定める本௳᮲例

の規定は�ᆅ方⛯ἲの定めるḞᦆ金の⧞㉺

᥍㝖の㐠用を一部㐽᩿することをその㊃᪨�

目的とするもので�≉例企業⛯の課⛯によ

ってྛ事業年度のᡤᚓの金額の計算につき

Ḟᦆ金の⧞㉺᥍㝖をᐇ㉁的に一部᤼㝖する

ຠᯝを生ࡎる内ᐜのものであり、ྛ事業年

度間のᡤᚓの金額とḞᦆ金額の平‽化をᅗ

りἲ人の⛯負担をできるだけᆒ➼化して公

平な課⛯を行うという㊃᪨�目的からḞᦆ

金の⧞㉺᥍㝖のᚲせ的な㐺用を定めるྠἲ

の規定との㛵ಀにおいて�その㊃᪨�目的に

཯しそのຠᯝを㜼ᐖする内ᐜのものであっ

て、ἲ人事業⛯に㛵するྠἲの強行規定と

▩┪するものとしてこれに㐪཯し�㐪ἲ�↓

ຠであるという࡭きである。」との⌮⏤が示

されている。 

 

 
िの̮ᆁમ๽例్ࢢࠉ条例̯нਙ৖ਭОډေ˾Ⴃঐ༳ठ 

㸫県ࡣᑐ㇟ἲே⣙ 1�00 㢠⥲࡟♫ ��� ൨෇の㏉㑏ᡭ⥆ࢆࡁ㛤ጞ㸫 

 
⦅㞟㒊

県の「臨時特例企業税条例」に最高裁が違法・無効判決　27
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県ཬࡧ県㆟఍のᑐᛂ 

 

 ุ決をཷけ、㯮ᒾ▱事は「ᆅ方分権に㏫

行するุ決」と㑇᠍のពを⾲したものの、

┴では、最㧗裁ุ決の⩣ 3 月 22 日に、ᚩ

⛯額に㑏௜加算金を加えた㏉㑏金総額⣙

635 ൨円をᨭ出するため、財政ㄪᩚ基金を

財※とする補正予算案を┴議会にᥦ出した。

また、いす࢐自動㌴をྵࡴ⣙ 1700 ♫の対

㇟ἲ人に対しては、3 月 25 日௜で㐣ཤ 10
年分に䭧って㏉㑏㏻▱が㏦௜され、すでに

㑏௜ᡭ続が㛤ጞされている。 
┴議会では、基金ྲྀりᔂしによる┴の財

政㐠営をᠱᛕするព見もあったが、3 月 25
日に補正予算案をすみࡸかにྍ決するとと

もに、⾗ཧ୧議㝔議長ࡸ内閣総⌮大⮧ほか

㛵ಀ大⮧あて「ᆅ方分権ᨵ㠉の᥎進と課⛯

自主権のᣑ大を求めるព見᭩」をྍ決した。 
ព見᭩には、「ᆅᇦఫ民ࢧーࣅスに㛵わる

権㝈のᆅ方への移ㆡをすすめるとともに、

そのためにᆅ方⛯財政制度を᰿本から見┤

すこと。」「ᆅ方の課⛯自主権ᣑ大を制度的

にಖ㞀するため、㛵ಀἲ௧のᢤ本的な見┤

しの᳨ウを進めること。」の２つを柱に、国

会ཬび政府で早急にᡤせのᥐ置をㅮࡌるこ

とをせᮃする内ᐜが盛り込まれている。 
 

自治యの自୺ㄢ⛯権࡚ࡗࡄࡵࢆ 

 

ุ決ᩥに௜された金⠏ㄔᚿ裁ุᐁの補足

ព見には、௨ୗのような自἞యの自主課⛯

権に㛵わるၥ題への言ཬがある。 

まࡎ、総ົ大⮧のἲ定እ⛯へのྠព制度

を「政策的ほⅬからのࢥンࣟࢺーࣝをពᅗ

している」と指᦬する。「総ົ大⮧のྠព制

度がἲ的㐺合ᛶ඲般をࣂ࢝ーするものとは

ゎし㞴く」、「ᑂᰝ⤖ᯝがྖἲによるἲᚊ㐺

合ᛶのุ᩿に対して�ఱらのᣊ᮰力も᭷す

るものではない。」として、総ົ大⮧のྠព

制度とྖἲによるἲ的㐺合ᛶのุ᩿とを

「ู次ඖのၥ題」に切り分けた。 

また、自主課⛯権のᣑ充に向けた立ἲの

ᚲせᛶをᥦ起し、「国⛯ࡸἲ定ᆅ方⛯がᗈく

課⛯対㇟を押さえているため�これらの⛯

との▩┪᢬ゐを㑊けてᆅ方公共ᅋయがἲ定

እ⛯を๰設することには大きなᅔ㞴をక

う」と⌧≧を指᦬し、「ᆅ方公共ᅋయの課⛯

自主権を᥎進しようとするሙ合には�国政

ࣞベࣝで�そうした方向の立ἲの᥎進にດ

めるほかないሙ㠃が生ࡌるのはࡴࡸをᚓな

いことという࡭き」と国のྲྀ組みをಁした。 

௒ᅇのุ決で、自἞యの⊂自課⛯が⊃め

られるྍ⬟ᛶを༴᝹するព見もある。ἲᚊ

の⠊ᅖ内でのみ᮲例制定権をㄆめるྖἲุ

᩿を㋃まえ、自἞యの自主課⛯権にかかる

ἲᩚഛについては௒後、論議を࿧びそうだ。 

 

࠙神奈川県ࠕ⮫᫬≉౛௻ᴗ⛯ࠖの経⦋ࠚ 

ͤ総ົ省公⾲資ᩱをもとに編㞟部作成 

���� 年 � 月 �� 日 ⮫時≉例企業⛯᮲例案ྍ

決 

���� 年 � 月 �� 日 総ົ大⮧によるྠព 

���� 年 � 月 � 日 ⮫時≉例企業⛯᮲例᪋行 

���� 年 � 月 � 日 ᨵ正᮲例᪋行 

（⛯⋡のᘬきୗげ �％Ѝ�％、➼） 

���� 年 �� 月 �� 日 ᶓ὾ᆅ裁にッゴのᥦ起 

���� 年 � 月 �� 日 ᶓ὾ᆅ裁ุ決 

㸺⚄ዉ川┴敗ッ㸼 

���� 年 � 月 �� 日 ᮾி㧗裁に᥍ッ 

���� 年 � 月 �� 日 ⮫時≉例企業⛯᮲例ኻຠ 

���� 年 � 月 �� 日 ᮾி㧗裁ุ決 

ࠝ⮫時≉例企業⛯をἲ人事業⛯とは「ูの⛯目」

であるとしたうえで、⮫時≉例企業⛯の᰿ᣐ᮲例

は、ᆅ方⛯ἲのἲ人事業⛯に㛵する規定をᐇ㉁的

にኚ᭦するものであるとはいえࡎ、これと▩┪᢬

ゐするものとはゎされࡎ、これに㐪཯するという

ことはできないとしたࠞ  㸺⚄ዉ川┴຾ッ㸼 

���� 年 � 月 �� 日 最㧗裁に上࿌ 
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 編集後記

　東京の杉並区等で、認可保育所に入れない「待機児童」の親たちが区に異議申し立てを行ったこ

とに対し、否定的な発言を掲載した杉並区議のブログが炎上する騒動が起こり、女性誌等でもこの

問題をめぐる論争が起こっている。彼の発言は、乳幼児の子育ては母親が行うべきであって、社会

的なサービスとして保育所整備を求める場合はもっと謙虚な姿勢で行うべき、というような趣旨で

あった。

　こうした育児・家族観は、各々が育った環境の中で醸成される側面が強いだけに、固定観念化し

てしまった人々には、他者の異質な価値観を受容するのが極めて難しい。しかし価値観への執着を

問わず、保育や介護のような社会サービスを必要とする人々が多数発生しているのが現代社会の実

態である。サービスの充実には、価値観の相違を超えて現実に対峙し問題認識を共有することが不

可欠となる。「共生」や「社会的包摂」のようなキーワードを使い続け、異質な価値観を受容でき

る存在を一人でも増やしていくことは、その第一歩なのかもしれない。　　　　　    （谷本有美子）

巻頭言

　日本では水に関する日として、「水道週間（6月1日～7日）」「水の日（8月1日）」

が設定されています。「水道週間」は、水道についての理解と関心、公衆衛生の向上

と生活環境の改善、飲料水・家庭用水に対する意識を高めることを目的としています。

「水の日」は、水資源の有限性、水の貴重さと水資源開発の重要性についての関心・

理解を高めるために、水について関心が高まる8月に設定され、啓発活動が行われて

います。

　水は私たちの生活に不可欠なものであるだけでなく、食糧生産、工業生産、水力発

電などの経済活動、さらには自然環境の保全などにも欠かすことができないものです。

　日本では当たり前のように清潔な水を何時でも自由に手に入れることができます。

しかし、世界では水不足や水質汚染が深刻化しており、2010年時点で7.8億人の人々が

安全な水を得ることができない状況となっています。さらには、衛生的なトイレなど

を利用できない人たちが26億人いると言われています。また、飲み水の汚染により感

染症に罹り体力のない子供や老人が尊い命を落としています。

　世界の水を取り巻く状況が深刻さを増す中で、水資源の貴重さ、重要性について世

界の人々と一緒に考えようということで、1992年6月にリオデジャネイロで開催され

た地球サミット（環境と開発に関する国連会議）で、世界水の日を制定するように勧

告されました。そして、1992年12月の国連総会本会議において、1993年から毎年3月22

日を「世界水の日」とすることが決議されたのです。世界各国で国際的な課題につい

て普及啓発するための取り組みが行われています。さらに、2000年のミレニアムサミ

ットでは、「2015年までに安全な水にアクセスできない人口を半減させる」という世

界共通の目標が設定されていますが、厳しい状況であるといわざるを得ません。

　地球上には豊富に水があるように思えますが、地球の表面は70％が海に覆われてお

り、人間の利用可能な水は0.001億ｋ㎥（0.01％）に過ぎません。

　そのような中、希少な水を商品化し、利潤を得るための水ビジネスが展開されてい

ます。世界の水関連ビジネスは、2025年には87兆円程度に膨らむと見込まれています。

水の市場化・商品化により、貧しい人たちにとっては水が高価な物となり、不衛生な

水でも使わざるを得ないのです。また、水を得るための労力も大変なものとなってい

ます。

　生命に必要な水はすべての人が平等に使えなければなりません。私たち水に携わる

労働組合は、「水は人権」「水は公共財」という理念に基づき、水を儲けの道具とす

ることを許さず、水環境を守り、世界に誇れる水道技術の維持・確保と安心・安全・

安定した水の供給と再生に向けて引き続き日夜奮闘してまいります。
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巻頭言



１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

800 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。
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